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「第一生命の絆」には、社会との絆、お客さまとの絆、職員との絆を大切にし、
企業としての社会的責任を十分に果たしていきたいという思いが込められています。
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編 集 方 針

～本報告書をお読みいただくにあたって～

　「第一生命の絆」報告書は、CSR（Corporate   
Social  Responsibility：企業の社会的責任）の視点
から事業活動を報告し、さまざまなステークホルダー

（利害関係者）の皆さまとコミュニケーションを図る
ことを目的に発行しています。「第一生命の絆」には、

“社会との絆”“お客さまとの絆”“職員との絆”を大切
にし、企業としての社会的責任を果たしていきたい
という思いを込めています。

　当社の経営基本方針である｢社会からの信頼確保｣
「最大のお客さま満足の創造」「職員・会社の活性化」
の実現に向けた取組みを分かりやすくお伝えできる
よう努めました。

　当社は持続的な成長を目指すべく、より柔軟な経
営戦略を取り得る株式会社への組織変更ならびに株
式市場への上場を目指しています。その概要、趣旨
を皆さまにご理解いただけるよう「いちばんにお伝え
したいこと」（P9-18）にまとめていますので是非お読
みください。

GRIガイドライン内容索引　　　　　日本経営品質賞

● 参照ガイドライン
・「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第3版」
 （Global  Report ing  Init iat ive）

・「�009年度版日本経営品質賞アセスメント基準書」
 （日本経営品質賞委員会）

● 報告の対象範囲
期間   平成�0年度（平成�0年4月～平成��年3月）お

よび平成��年度上半期（平成��年4月～9月）を
主な対象期間としています。

組織   第一生命保険相互会社
　　 （活動内容に応じて子会社・関連会社を含めています。）

● 発行時期
平成��年��月
（前回：平成�0年��月）

○ 掲載している内容は本誌発行時点における情報です。

○ 当社は平成22年4月1日に相互会社から株式会社へ
組織形態を変更する予定です。詳細については、
P15-18をご覧ください。

会社
概要 （平成��年3月末現在）

名 称

創 立

本 社 所 在 地

電 話 

代表取締役社長

 従 業 員 数

営 業 拠 点 数

資 産 状 況

負 債 状 況

純 資 産 状 況

子 会 社 等 

事業に関する主な指標 （平成��年3月末現在）

保有契約等の状況

生涯設計デザイナー
（営業職員）
在籍数

42,708名

第一生命

 お預かりした保険料等 2兆9,043億円
契約者数

8,233,540名

取引企業数

151,336社

第一生命グループの業績

平成�8年度末 平成�9年度末 平成�0年度末

自己資本 �兆9,48�億円 �兆��8億円 �兆6,5�4億円

基礎利益（各年度の実績） 4,978億円 4,549億円 3,608億円

一般勘定資産全体の含み損益 3兆6,87�億円 �兆8,540億円 3,�9�億円

実質純資産額 6兆�,9�3億円 4兆6,6��億円 �兆7,037億円

ソルベンシー･マージン比率 �,�6�.8% �,0�0.6% 768.�%

エンベディッド・バリュー 4兆6,�53億円 3兆�,877億円 �兆5,608億円

健全性

個人保険・個人年金保険の保有契約高
�,745,5�7 �,665,005

�,744,6�5 �,660,478

第一生命 第一フロンティア生命

お支払いした保険金・
年金・給付金等
（平成�0年度）

27,535
（億円）

給付金
5,043

解約返戻金
6,680

年金
4,4�8

保険金9,34�
その他
�,05�

2,208,172
（億円）

個人年金保険
69,758

個人保険
�,590,7�0

団体保険
547,694

お預かりした保険料等
（平成�0年度）

29,043
（億円）

団体年金保険
7,774

個人年金保険
�,807

団体保険
�,63�

個人保険
�7,365

その他464

●  Webサイトでの情報開示
　　  の項目は、当社Webサイトに掲載しています。詳
しくはP64をご覧ください。

第一生命保険相互会社
The Dai-ichi Mutual Life Insurance Company

明治35年（�90�年）9月�5日

〒�00-84��
東京都千代田区有楽町�-�3-�

 03-3��6-����（代表）

斎藤 勝利

53,07�名

支社88　支部等�,4�4
（平成��年4月�日現在）

総資産　　　　　　　  30兆���億円

保険契約準備金　　  �7兆5,�75億円

基金の総額　　　　　　　 4 ,�00億円
 　　　　（基金償却積立金を含みます）

保険事業および保険関連事業 ……�7社
資産運用関連事業…………………�8社
総務関連・その他事業 ……………��社

■経営理念
ご契約者第一主義
「一生涯のパートナー」

■経営基本方針
社会からの信頼確保
最大のお客さま満足の創造
職員・会社の活性化

経営の健全性に関する指標

平成�9 �0

89� 4,5�6

（億円）

 お支払いした保険金等 2兆7,535億円

 お引受けしている保険契約 220兆8,172億円

（年度末）

（注）  合算の業績は第一生命と第一フロンティア生
命の業績の単純和です。

お引受けしている保険契約
（保有契約高）※

（平成�0年度末）

※  保有契約高は、個人保険・個人年金保険・団体保険の各保有契約
高の合計です。

　  参考：団体年金保険保有契約高（責任準備金）は6�,406億円です。
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トップメッセージ

　生命保険事業は、国民の生活を支えるとい
う点で、国の社会保障と両輪をなす公共性の
高い事業です。民間の生命保険会社からは、
年間約2兆8,000億円、1日あたり約77億円の
死亡保険金がご遺族に支払われ、その後の生
活に役立てられています。そのような意味で、
生命保険は、「お客さまに安心をお届けする」
サービスに他なりません。生命保険があるこ
とで、ご両親に万が一のことがあったご家庭
でも多くのお子さまが進学を断念せずに済ん
でいます。言うなれば、生命保険事業そのも
のが社会の持続的な発展に大きく貢献するも
のであると考えています。

　近年、少子高齢化や社会保障制度の見直し
などの社会の構造的な変化が進み、人々の不
安が高まっています。このような状況の中で、
当社が高い品質の商品・サービスを提供し続
け、お客さまに安心をお届けすることこそが、
私たちの社会的な責任であると考えています。
　当社は、平成18年に「品質保証新宣言」を社
内外に公表しましたが、その確実な履行を
CSR経営の中核として、全社を挙げて取り組
んでまいりました。また、当社には、生命保
険および年金の引受け・販売とともに、約30兆
円の資産をお預かりする資産運用会社として
の役割があります。経済の健全な発展に貢献
するとともに、今後もより環境や社会性に配
慮した資産運用が求められると考えています。

　当社が目指すのは、すべての人が安心して
生活できる社会です。当社は、その実現に向け 
て、生命保険事業を通じて貢献していきます。

　「品質保証新宣言」でお約束した「品質」を長
期的にご提供し続けるためには、自らの持続
的な成長が不可欠です。わが国の生産年齢人
口が平成7年のピーク時より約500万人減少す
るなど、急速に社会構造が変化しており、生
命保険業界を取り巻く環境は厳しさを増して
います。当社は、このような環境下において
も持続的な成長を実現するために、現在の「相
互会社」から、より柔軟な経営戦略を取り得
る「株式会社」に組織形態を変更し、株式を上
場することが必要と判断して、本格的な準備
を進めてまいりました。
　平成21年6月30日に開催されました第108
回定時総代会において、保険業法第86条に基
づき、平成22年4月1日に株式会社化（相互会
社から株式会社への組織変更）することをご承
認いただきました。これにより、当局による
認可等を条件として株式会社となり、あわせ
て、証券取引所の承認を条件として、株式会
社化と同日もしくはその後すみやかに当社株
式を上場することを目指します。

　当社は、中核事業である営業職員による生
命保険販売事業の強化に加え、海外生命保険
事業、個人貯蓄分野等を成長分野と位置付け、
取組みを進めてまいりましたが、株式会社化
および上場により、株式市場からの資本調達

が可能となり、このような成長分野により積
極的に投資をすることができるようになりま
す。また、将来的には、持株会社体制への移
行を含め、事業展開の自由度が広がります。
これらにより、今後もお客さまにより高い「品
質」の商品・サービスを提供することが可能と
なります。

　こうした時代に合わせた変革を続けていく
中で、当社は、平成21年6月より、新しいグ
ループビジョン「いちばん、人を考える会社に
なる。」を掲げました。これは、創立以来107
年間守り続けてきた「お客さま第一」という理
念を、変わらず守り続けていくための、当社
の姿勢を示したものです。生命保険は、お客
さま一人ひとりの人生に深く関わる事業です
から、生命保険会社は、お客さまや社会の
人々、当社の職員なども含めた「人」を真剣に
考える会社でなければなりません。その思い
を第一生命グループの約6万名全員で共有し、
実行していきます。

　平成22年4月には、株式会社化という大き
な変革の時期を迎えますが、これからも「お客
さま第一主義」を守り続け、当社の社会的使
命を果たし、社会の発展に貢献していきます。

生命保険事業を通じて
私たちが目指すのは、
すべての人が
安心して生活できる社会

平成21年12月

代表取締役社長

お客さまと社会の人々の安心のために

持続的な成長に向けて、自らを変革

いちばん、人を考える会社になる。
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　当社は創立以来、「ご契約者第一主義」を経営理念に掲

げてきました。「社会」「お客さま」「職員」を重要なステー

クホルダー(利害関係者)と捉え、「社会からの信頼確保」

「最大のお客さま満足の創造」「職員・会社の活性化」を経

営基本方針として定めています。この3つの経営基本方針

の実現に向け、「生涯設計」「経営品質向上活動」を原動力と

してお客さまにお約束した「品質保証新宣言」（P9-11）を

着実に履行することをCSR経営の中核と位置付け、企業

価値の向上を図ります。

第一生命のCSR

第一生命の C S R経営

　CSR経営の取組みは、社長を委員長とする「CSR推進

委員会」が母体となって推進しています。当委員会の傘下

には、CSRの中心となる課題ごとに計画策定・実行策の

推進・進捗管理を行う専門委員会を設置して、各取組み

の実効性を高めています。

C S R推進体制

　平成21年�月、相互会社から株式会社への組織変更を

迎えるにあたり、中長期的に目指していく方向性を明確

にして第一生命グループ全員が共有できるよう新しいビ

ジョンを策定しました。

　このビジョンには、創立以来継承し続けてきた「お客さ

ま第一主義」をこれからも変わらず守り続け、これまで取

り組んできたCSR経営を一段と向上させていくという思

いを込めています。

　当社が株式会社になる目的は、より柔軟な経営戦略を

取り得る会社形態に変更して持続的な成長を実現するこ

とで、高い品質を長期的に提供し続け、お客さまに選ば

れ続けることにあります。これを達成するために、お客さ

ま、社会、投資家、従業員などさまざまな「人（ステーク

ホルダー）」のことを真剣に考え、企業価値の向上に努め

ていきます。

第一生命グループビジョン「いちばん、人を考える会社になる。」

「私たちの思い」

CSR推進委員会
委員長：社長  ／  委員：経営会議メンバー

・ お客さまの声の収集・分析

・ CS※1（お客さま満足）向上に向けた
課題の把握、解決策の検討・実施

品質保証推進専門委員会 ES※2・ダイバーシティ※3推進専門委員会 社会貢献・環境活動推進専門委員会

※1 CS：Customer Satisfaction（お客さま満足）　※2 ES：Employee Satisfaction（職員満足）　※3 ダイバーシティ：多様な人財活用

・職員の声の収集・分析

・  ES（職員満足）向上に向けた課題の
把握、解決策の検討・実施

・多様な人財活用等の推進

・  社会貢献活動に関する取組方針、
行動計画等、重要事項の検討

・  環境取組方針、行動計画等、重要
事項の検討

ご契約者第一主義 「一生涯のパートナー」
経営理念

経営基本方針

職員・会社の
活性化

社会からの
信頼確保

最大のお客さま
満足の創造

「第一生命 品質保証新宣言」の履行
企業価値の向上

「生涯設計」 「経営品質向上活動」

お客さま一人ひとりに一生
涯にわたり良質な提案・商
品・サービスを提供します。

「お客さま本位」を共通の価
値観として、経営革新に取
り組みます。

ステークホルダーとの関わり

第一生命

社 会 職 員

お客さま

「最大のお客さま満足の創造」
お客さまとの絆

「社会からの信頼確保」
社会との絆

「職員・会社の活性化」
職員との絆

　当社の全役職員が日々の業務で「生命保険の意義」

と「第一生命の役割」を常に意識できるよう、この「こ

とば」に思いを込めました。

第一生命のCSR経営
これからの時代、一人ひとりの人生はもっともっと多様化していきます。
それぞれの生涯に、品質の高い商品やサービスを
わかりやすく提案するために、
第一生命は、いちばん人を考える会社になります。

人を考える。
それは、人とその人をとりまく生活すべてのことを真摯に考え、行動すること。

人を考える。
それは、声を聴き、共に考え、共に思い、幸せを創造できる人財を育てること。

人を考える。
それは、グローバルな視点を持って、未来に向けた新たな挑戦をつづけること。

何よりも真剣に人を考える。
１９０２年以来、継承してきた「お客さま第一主義」をこれからも守るために、
第一生命、第一生命グループは、時代に合わせ変革をつづけます。
そして、人と人との間に新しい価値を創出し、持続的な成長を目指します。 

喜びを感じていこう。
生命保険が、今日もどこかで

誰かの夢と生活を守っている喜びを。

誇りを抱いていこう。
お客さまに最適なご提案ができるのは

私たちなのだという誇りを。

情熱を持っていこう。
生命保険と生涯設計の素晴らしさを
世の中に大きく広げていく情熱を。

私たちの思い

「ビジョン&ルール」
　当社の役職員は、ハンドブック「ビジョン＆ルール」

を常に携帯しています。この中には、「第一生命グル

ープビジョン」「私たちの思い」をはじめ、CSR経営

の基本となる考え方やルールを掲載し、常に確認で

きるようにしています。
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　第一生命グループは、生命保険事業（引受け・販売）を

中核として、保険事業を遂行していく上で必要な事業、

資産運用関連事業等を行っています。

　近年は、国内の生命保険事業の取組みを強化するとと

ともに、アジア地域を中心としたグローバルな事業展開

を進めています。さらに、国内の人口構造変化に伴い、

ニーズが高まりつつある個人貯蓄分野において第一フロ

ンティア生命を設立するなど、社会環境の変化に応じて

成長が見込まれる事業に積極的に投資を行っています。

　また、業務提携先と強力なパートナーシップを形成し

て、お客さまの「生涯設計」に資する損害保険・がん保険・

金融商品を幅広く提供しています。

　中核事業である営業職員生命保険事業においては、営

業職員の育成を一層強化することで、当社の商品・サービ

スに対するお客さま満足度の向上を目指します。また、

効率的な組織運営体制の構築や事務フローの見直しを進

めることにより、生産性向上を図ります。

　海外生命保険市場や銀行窓販等貯蓄市場などの成長が

見込まれる市場においては、リスク管理を徹底しつつ、

中長期の利益成長に裨益するべく、引き続き取組みを強

化していきます。

第一生命グループの事業

中期経営計画

　左記戦略の実現に向けて、より柔軟な経営戦略を取り

得る株式会社化と証券取引所への上場に向け、当社の総

力を挙げて取り組み、上場に相応しい企業グループとし

ての体制を整備していきます。

　最も重要な経営資源は人であり、人財こそが「競争力」

の源泉であると考えます。企業価値の向上に向けて、役

職員一人ひとりの価値を高めるための取組みを推進して

いきます。

お客さまに保険金･給付金をお支払いするときこそが
保険の役割が果たされるとき

品質保証と生産性向上の同時追求

第一生命グループの事業領域と業務提携先

包括業務提携により生損保両
分野をはじめとした互いの強
みを生かし、「最強・最優の総
合保険グループ」を目指して
います。

業務提携により対等なパート
ナーとして互いの強みを生か
し、「（保険の）第一分野と第
三分野の最強のパートナーシ
ップ」を目指しています。

金融商品・サービスの相互補
完、資産運用・管理業務、合
弁会社設立等において緊密に
連携しています。

保険分野を中心とした業務分
野において、高度化・多様化
するお客さまニーズに対して、
より良い商品・サービスの提
供を協調して行っています。

第
一
生
命
グ
ル
ー
プ

業
務
提
携
先

　当社は、生命保険事業が世の中に提供している

本質的な価値は「一定規模以上の大きな保険加入

者のプールを作って、そこに相互扶助の働きを起

こす」ことにあると考えています。

　生命保険は相互扶助の仕組みで成り立っており、

生命保険に加入することにより、負担を最小限に

抑えながら、遺族の生活資金や老後の備え、介護・

病気・ケガなどに対する保障を準備することができ

ます。そして、保険会社から支払われる保険金・給

付金は多くの人々の生活を支えています。

　当社は、この生命保険の社会的役割を自覚しつ

つ、社会との調和ある持続的な発展を通じて、お

客さまから最も支持される生命保険会社を目指し

ていきます。

　当社は、200�-10年度中期経営計画「Value up 2010」に取り組んでいます。

（株）損害保険ジャパン アフラック
（アメリカンファミリー生命保険会社）

みずほフィナンシャルグループ

保険事業・保険関連事業

保険契約の引受けおよび保険料の運用等を中
心とする保険事業、これらに密接に関連する
保険関連事業を行っています。

生命保険事業 保険関連事業
● 国内生命保険事業
 ・第一生命保険
 ・第一フロンティア生命保険

● 海外生命保険事業
 ・第一生命ベトナム（ベトナム）
 ・タワー・オーストラリア・グループ（オーストラリア）
 ・スター・ユニオン・第一ライフ（インド）
 ・オーシャンライフ（タイ）

資産運用関連事業

総務関連・その他事業

国内外において投資運用・投資助言事
業、有価証券投資事業、銀行業等、資
産運用関連事業を行っています。

総務関連事業、計算関連事業、調査・
研究事業等、当社が保険事業を遂行し
ていく上で必要な事業を行っています。

・DIAMアセットマネジメント

・ジャパンリアルエステイトアセットマネジメント
・ジャパンエクセレントアセットマネジメント
・ネオステラ・キャピタル
・資産管理サービス信託銀行
　　　　　　　　　　　 等

 ・企業年金ビジネスサービス
等

・第一生命情報システム
・みずほ第一フィナンシャルテクノロジー

等

支払額 前年度比

死亡・高度障害・
特定疾病等保険金 4,���億円 94.�%

入院・手術等給付金 1,123億円 100.0%

満期保険金・
生存給付金・年金等 12,�92億円 110.�%

合計 18,803億円 105.6%

保険金・給付金・年金等のお支払状況 （平成20年度）

2008-10年度 中期経営計画「Value up 2010」

● 中核事業の競争力強化

● 成長市場への積極投資

株式会社化・上場の完遂

「人財」が成長を支える態勢の確立
（株）りそなホールディングス
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平成18年9月に「品質保証新宣言」を発表しました。
これは、創立以来の経営理念である「ご契約者第一主義」を見つめなおし、
お客さまを何よりも大切にする姿勢を改めて宣言したものです。
当社は、この「品質保証新宣言」をＣＳＲ経営の中核と位置付け、
取組みを推進しています。

「品質保証新宣言」 の取組み

　当社では、長期にわたる保険契約の「ご契約時」「ご契約期間中」「お支払い時」

のどの段階においても、当社の商品・サービスについてお客さまに高いレベルの

満足感を持っていただくことを「品質」と捉えています。

　長期間の保険引受けを確実に支えるため、財務基盤の維持・強化に努めるとと

もに、お客さま本位の商品・サービスの改善を進めることにより、「品質保証新宣

言」でお約束した「品質」を提供し続けていきます。

＞＞＞   「品質保証新宣言」の取組み

Ｐ35

第一宣言

何よりもお客さまのことを大切にすることを追求して
いく決意をもって、宣言内容の実現に向けた取組み
を進め、「お客さまから最も支持される会社」を目指
します。

お客さまから信頼される会社であり続けるために、
大災害の発生による保険金支払いの増加など、経営
環境変化に対するリスク対応力を確保する強固な自
己資本基盤をつくり上げていくことが重要と考えて
います。今後は、株式会社化・上場の方針を鑑み、
配当還元・成長投資といった要素も踏まえた複眼的な
資本運営を行っていきます。

●  平成20年度末で1兆6,000億円を超える自己資本を
確保しました。

第二宣言

Ｐ36
「生涯設計」のベースとなる良質な商品、お客さまに
分かりやすい商品を開発するとともに、お客さまの
立場に立った業務フローを構築し、ご契約の内容を
公平・確実に履行するための体制を強化・充実します。

第三宣言

●  お手続きを簡便化するために第1回保険料をキャッシュ
カード･クレジットカードでお支払いいただけるようにしま
した。（平成20年4月）

●  分かりやすい商品ラインアップを目指し、主力商品の
見直しを行いました。（平成20年10月）

●  事務手続きの簡素化のために「生命保険契約申込書」
の改訂を行いました。（平成21年7月）

Ｐ37～40
お客さまのニーズやライフサイクルの変化に応じた適
切な生涯設計提案を行います。また、ご加入後も、定
期的かつ継続的に必要な情報をご提供するなど、ご
説明資料やお客さま接点の充実を図り、「知りたいと
き」「必要なとき」には、素早く適切な対応を行います。

●  ご契約更新時の約款冊子をお客さまごとにオーダーメイ
ド化してお渡しできるようにしました。（平成20年5月）

●  ご契約時にお渡しする｢約款｣をCD-ROM「生涯設
計サポートCD」に収録しました。（平成21年10月）

●  各種お手続きができるご契約者専用Webサイト「生涯
設計マイページ」を開設しました。（平成21年10月）

Ｐ41～44

第四宣言
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いちばんにお伝えしたいこと  1 ＞＞＞   「品質保証新宣言」の取組み

室」のメンバーを中心に専門性の高い業務監査を実施し

ました。

　平成20年10月より、支払審査室(アンダーライテ

ィング管理室より改称)では、不払事案中心の検証に

加え、支払内容の点検業務を保険金部から受管するこ

とで、牽制機能の強化を図っています。なお、現在では、

この点検業務を原則として支払査定日の翌営業日に完

了させるようにしており、万一、お支払いが不足して

いることが判明した場合には速やかに追加支払できる

態勢としています。

　平成1�年度より、「給付金請求手続きに関するお客

さまアンケート」を実施し、保険金等支払業務の改善に

役立てています。平成20年度に実施したアンケートで

は、お客さまの総合満足度は�0.5％と前年度比で2.3

ポイント上昇しました。同アンケートの結果について

は、保険金等支払審議委員会等に報告の上、さらなる

改善につなげています。

　業務改善計画を確実に実施し、ご請求のお申し出を

いただいた後は、お支払いできる可能性のある保険金・

給付金について、漏れなくご案内できるよう態勢の整

備を図っています。さらに、お客さまアンケートの結

果および外部有識者からのご意見等を踏まえ、継続的

な業務の見直しを実施しています。

　当社では、全社横断的取組みを推進するため、「業

務改善推進本部」を平成20年7月3日付で立ち上げまし

た。同本部は、経営陣が主体的・統一的に関与するため

全執行役員で構成し、支払部門、支払管理等に係る牽

制部門、内部監査部門、社外委員を含む委員会等から

の定期的な報告も踏まえ、改善策の実施状況・実効性を

検証しています。これらの取組みを通じて、業務改善の

見直し・強化に向けた「計画（PLAN）－実行（DO）－評価

（CHECK）－改善（ACTION）」というPDCAサイクル

が定着してきたと認識しています。

　また、保険金等支払審議委員会を業務改善推進本部

の諮問機関とし、委員会開催および社外委員への個別

説明等を通じ、社外の目線からも改善策の実効性検証・

評価を実施しています。

　保険金等支払管理態勢に関する業務監査の強化を目

的として、平成20年�月1日付で業務監査部（検査部

より改称）内に「支払業務監査室（支払検査室より改

称）」を設置し、支払部門経験が長く、保険金等支払業

務に精通した人材を配置しています。前年に引き続き

平成21年度（上半期）に実施した保険金等支払管理態

勢に関するテーマ業務監査においても、「支払業務監査

業務改善計画の実施状況の要旨

業務改善計画の実施状況についてのご報告

●    保険金・給付金をお支払いした後の検証について、原
則、お支払いした翌営業日には支払内容の点検を完
了する体制としました。（平成21年5月）

●    お客さまからご請求のお申し出を受け付けるプロセスを
レベルアップしました。（平成21年8月）

ご請求のお申し出をいただいた後は、お支払いでき
る可能性のある保険金・給付金について、漏れなくご
案内できるよう態勢の整備を図っています。また、
保険金・給付金を正確・迅速にお支払いするとともに、
お支払いできない場合にも、分かりやすく丁寧にそ
の理由をご説明する体制を整えます。

第五宣言

Ｐ45～47
●  平成20年度は�5,043件のお客さまの声（苦情・感謝
の声）をいただき、商品開発・業務改善等に反映させ
ています。

●    毎年「全国お客さま調査」「法人お客さま調査」を実施
し、お客さま満足度を把握しています。

苦情、不満、ご意見等、お客さまの声を積極的に受
け入れる体制を持つことにより、お客さま本位の「品
質」を向上させる起点とします。

第六宣言

Ｐ48～50

●  常に「エコーシステム」の仕組みを通じて、広くお客さ
まの声をいただき、業務改善に生かしています。

●  お客さまの声を起点として改善した具体的な事例をホ
ームページや「第一生命の現状」（ディスクロージャー
誌）でお客さまに開示しています。

役職員すべてが、お客さま本位の健全な業務プロセ
スの構築に向けて積極的に改善に取り組み、これを
遂行することで、「品質保証」を実現していきます。

第七宣言

Ｐ51 ●  「情報開示基本方針」に則って、社会・お客さまに対し
て積極的に情報を開示しています。

●  「お客さまの声（苦情・感謝の声）」の件数ならびにその
解決件数をホームページで公開しています。

お客さまの声をきっかけとした改善取組み等、当社
の行っていることを積極的に情報開示することによ
り、お客さまに評価していただき、また、さらなる
お客さまの声を頂戴することで、「品質」の向上を追
求します。

第八宣言

Ｐ52

　また、保険金等のお支払いに関する業務改善状況に

ついては、定期的に金融庁に報告するとともに取組状

況と成果について公表しています。

　当社は、「お客さまに保険金・給付金をお支払いする

ときこそが保険の役割が果たされるとき」という認識を

全役職員が共有し、お客さまの視点に立った業務改善

とその実効性向上に努めています。

 経営管理（ガバナンス）態勢の改善および強化

●業務改善推進本部の設置および
　実効性検証体制の充実

 内部監査態勢等の改善および強化

●業務監査部による業務監査の強化

●支払審査室による牽制機能強化

●お客さまの声の反映

 保険金等の支払漏れ等に係る
 再発防止策・強化策の必要な見直しおよび改善
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近年、少子高齢化などの社会環境の変化に伴い、
生命保険市場も大きく変容しつつあります。
この変化に対応し持続的に成長を遂げていくために、当社では海外生命保険事業、
個人貯蓄分野等を成長分野と位置付けて事業を展開しています。

　当社が創立以来107年間にわたり蓄積してきた生命保

険事業のノウハウを活用して、海外での事業展開を進め

ています。

　インドやベトナム等のアジア諸国では、経済発展とと

　わが国の生命保険市場では、少子高齢化による人口構

造の変化等の大きな環境・構造変化が起きています。団塊

の世代の多くは、会社や家庭を支える立場から退き、第二

の人生をスタートさせています。また、一方で、老後を長

生きするために必要な資産形成ニーズが高まっています。

　当社は、銀行・証券会社等による貯蓄性保険等の販売

（以下、「窓販事業」）により、お客さま一人ひとりの資産

形成をお手伝いするという新しい事業領域を本格的に切

り拓くべく、窓販事業を通じた商品の供給を専門的に行

う第一フロンティア生命保険株式会社（以下、「第一フロ

ンティア生命」）を設立し、平成19年10月に営業を開始

しました。

　第一フロンティア生命は、営業開始と同時に、年金原

資保証の安心感に加えて、シンプルで分かりやすくかつ

低コストをコンセプトにした変額個人年金保険を発売し

ました。また、平成20年3月には、年金原資保証に加え、

最低受取保証額のステップアップ機能を組み込むなど、

より付加価値のある変額個人年金保険を発売しています。

　また、平成21年4月、将

来の年金原資額を確定した

いというお客さまのニーズ

にお応えし、運用期間満了

時の年金原資額が契約時に

あらかじめ定められている

定額年金保険を発売しま 

した。

　運用環境の低迷等から投

資性商品の販売環境が厳し

くなる中、募集代理店の積

成長市場への進出

いちばんにお伝えしたいこと  2

個人貯蓄市場 極的な拡大に努めたこと、商品のコンセプトがお客さま・

募集代理店の双方から評価されたことなどから、販売実

績は順調に伸展しています。

　今後も第一フロンティア生命は、第一生命グループの

一員として、変化する社会やお客さまのニーズに的確に

応え、時代に先駆けた商品・サービスを提供していきます。

＞＞＞   成長市場への進出

海外生命保険事業

第一フロンティア生命実績

保険料等収入

20平成19

（億円）
4,000

3,000

2,000

1,000

0

891

3,862

（年度） 20平成19

（社）

0

募集代理店数

63

35

（年度末）

　私は、窓販事業向けの保険商品の開発と募集資
料作成に携わっています。商品の内容を正確に表
現するのはもちろんですが、お客さまにより分かり
やすいものとすることが苦心のしどころです。お客
さまの大切な資産をお預かりする責任の大きな仕
事であるということを、日々感じています。
　これからも、「お客さま第一主義」の伝統や理念
を受け継ぎつつ、フロンティア・スピリットあふれ
る創造的な生命保険会社として、お客さまのニー
ズに対応した商品・サービスをタイムリーにご提供
していきたいと思います。

フロンティア・スピリットを
大切に
第一フロンティア生命  商品事業部　
笹井 由貴

the Voice

タワー・オーストラリア・
グループ

スター・ユニオン・
第一ライフ

インド

一番に選ばれる生保会社に
スター・ユニオン・第一ライフ 
研修担当マネジャー
Gaurika Shah

the Voice

当社は、日本の生命保険会社として初めてインドに進出しまし

スター・ユニオン・第一ライフ
Star Union Dai-ichi Life Insurance Company Limited

営業開始：平成21年2月

もに生命保険市場の拡大が期待されており、当社も進出

した国において生命保険の普及や市場の発展に貢献しつ

つ、各国の経済成長に応じた収益の確保を目指します。

　なお、海外生命保険事業拡大に伴い、国際業務管理室

を新設するなど、海外生命保険事業管理を強化し、リス

ク管理の徹底も図っています。

オーシャンライフ

新光金融ホールディングス
Shin Kong Financial Holding Co.,Ltd.

業務提携契約：平成18年6月

台湾

第一生命ベトナム

新光金融
ホールディングス

新光金融ホールディングスは、生命保険会社である新光人寿を
中核として設立された金融持株会社です。商品開発、ALM運用、
日系企業団体保険市場の取組支援など幅広い分野で提携の推進
を図っています。

た。当社の生命保険事業経営
ノウハウに加え、合弁パート
ナーであるインド大手国有銀
行2行の販売ネットワーク・顧
客基盤を活用し、事業展開を
図っています。 インドでの開業セレモニー

ベトナム当局からの事業認可証受領式

当社は、現地生保であるバオミンCMG社を買収し、日本の生

第一生命ベトナム
Dai-ichi Life Insurance Company of Vietnam, Limited

営業開始：平成19年1月

ベトナム

命保険会社として初めてベトナ
ムで生命保険事業を展開してい
ます。子会社である第一生命ベ
トナムは、商品ラインアップの
充実等により業績も伸展してい
ます。

第一フロンティア生命本社のある
晴海トリトンスクエア

80

60

40

20

　スター・ユニオン・第一ライフは、バンク・オブ・
インディア、ユニオン・バンク・オブ・インディアそ
して第一生命の持つノウハウやブランド力をバッ
クにインドの生保市場に参入し、正確かつタイム
リーな情報をお届けすることで、お客さまから一
番に選ばれる生保会社になることを目指していま
す。これからも、第一生命の皆さんと力を合わせて、
インドにおける生命保険の普及や市場の発展に貢
献していきたいと考えています。

オーストラリア
タワー・オーストラリア・グループ
Tower Australia Group Limited

業務提携契約：平成20年8月

タワー・オーストラリア・グループはオーストラリア生保市場にお
いて、保障性商品等の分野で競争力を発揮している当社関連会
社です。日系企業団体保険市場の取組支援、再保険など幅広い
分野で提携の推進を図っています。

タイ
オーシャンライフ
Ocean Life Insurance Co.,Ltd.

業務提携契約：平成20年7月

オーシャンライフは、タイ生保市場において、小口養老保険販
売等に強みを有している当社関連会社です。当社と個人保険・団
体保険・資産運用・ITなどを含め幅広い分野で提携の推進を図っ
ています。
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　「品質保証新宣言」でお約束した「品質」を長期的にご提

供し続け、「お客さまから最も支持される生命保険会社」

となるためには、持続的な成長が不可欠です。今後、競

争が一段と激化していく生命保険市場において、それを

実現するためには、現在の「相互会社」から、より柔軟な

経営戦略を取り得る「株式会社」という組織形態に会社の

仕組みを変更し、かつ株式を上場することが必要と判断

しました。

　株式会社化および上場により、株式市場からの資本調

達が可能となり、成長分野への積極的な投資ができます。

また、将来的には、持株会社体制への移行を含め、事業

展開の自由度が広がります。これらにより、お客さまに

より高い「品質」の商品・サービスを提供することが可能 

となります。

　当社は、株式会社化・上場後も、創立以来107年間守

り続けてきた「ご契約者第一主義」という経営理念をさら

に徹底追求していきます。なお、当社は、この経営理念

を守り続けていくために、当社グループが目指す姿を「い

ちばん、人を考える会社になる。」というビジョンにまとめ、

　相互会社では、「ご契約者（無配当保険契約のみのご契

約者を除く）」が「社員」として、会社運営の重要事項を決

定しますが（下図①）、株式会社では「株主」が重要事項を

決定します（下図②）。

　株式が証券取引所に上場されることによって、株主は

株式を市場において原則として自由に売買することが可

能となります（下図③）。会社の経営に関する株主・株式市

いちばんにお伝えしたいこと  3

昨今の生命保険業界を取り巻く環境は、少子高齢化や社会保障制度の見直しなど
構造的な変化に加え、業界の垣根を越えた競争・自由化が進展しています。
当社はこのような環境下において、持続的な成長を実現するために、より柔軟な経営戦略を
取り得る株式会社に会社形態を変更し、市場の規律に基づいたより一層透明性の高い
経営を目指すべく、株式を上場することが必要と判断して、本格的な準備を進めています。

第一生命は、株式  会社へ

　株式会社化後においても、ご契約いただいている保険

契約の内容（保険料・保険金等）に変更はありません。

　相互会社における「社員配当」を受け取る権利は、株式

会社化後には「契約者配当」を受け取る権利として引き継

がれます。また、保険業法の定めにしたがって、契約者

配当に係る方針を株式会社化後の会社の定款に記載し、

ご契約者の配当に関する権利の保護を図ります。具体的

には、株式会社化後においても相互会社に適用される社

員配当準備金の積立割合と同じ割合（現行20％以上）を

適用して、契約者配当の原資とします。

　株式会社化後には、総代選出権等の会社の経営に参加

する権利等は失われます。これらの権利を補償するため

に、ご契約者（無配当保険契約のみのご契約者を除く）の

寄与分に応じて株式の割当てを行います。なお、株式の

割当ては寄与分に応じて行われるため、株式が割り当て

られない有配当保険契約のご契約者もいらっしゃいます。

総代会決議の内容

「組織変更計画」とは、株式会社化に関する計画で、株式会
社化後の会社の概要、取締役・監査役、定款、株式会社化
に伴う株式の割当てに関する事項等を定めています。

商号

第一生命保険株式会社

本店の所在地

東京都千代田区 （従来と変更ありません）

ご契約者に対する割当てにより発行する株式の総数

1,000万株 （普通株式）
※株式会社化時点では上記以外に発行する株式はありません。

資本金および資本準備金

資本金…2,102億円 ／ 資本準備金…2,102億円

株式会社化後の当社概要

● ご契約されている保険の内容

● ご契約者への配当

● 会社の経営に参加する権利

● 会社運営の重要事項決定

● 株式上場

　当社は平成21年6月30日に開催された第108回定時

総代会において、保険業法第86条に基づき、平成22年

4月1日に株式会社化（相互会社から株式会社への組織変

更）することについて決議を行いました。

　契約者の声を会社に届ける総代として選出
され、全国からさまざまな層が集まる総代会
に出席する機会を得ました。先の第108回定
時総代会では、株式会社化に関する質疑も多
く出されました。第一生命の中長期的な発展、
ひいては契約者に高い品質・サービスを提供し
続けるために株式会社化するという趣旨はよ
く理解できます。一方で、今後も“ご契約者

第一主義”の理念を守り続けてほしいといった
ご意見があったと思います。
　私たち契約者に“安心”を届けていただける
よう、CSRレポートをはじめさまざまな機会・
媒体を通じて分かりやすく情報を提供してい
ただくとともに、契約者の声を反映する機会
の充実にも引き続き取り組んでいただきたい
と思います。

「ご契約者第一主義」の継続・発展を

（財）消費者教育支援
センター
主任研究員
中川 壮一様

①重要事項決定機関

事
業
報
告

重
要
事
項
決
定

総
代
選
出

出
席

④
株
主
・
株
式
市
場
の
評
価

事
業
報
告

重
要
事
項
決
定

＞＞＞   第一生命は、株式会社へ

「組織変更計画」の承認

③株式売買

総代会

相互会社

株主総会

社員（＝ご契約者）

社内外に公表しました。 株式会社への組織変更計画に関する決議の概要  株式会社化・上場の目的

 相互会社と株式会社の主な相違点

場からの評価は、株価という尺度により、一層明確にな

されることになります（下図④）。

　株式会社の利益の一部は、株主総会の決議により、当

該会社の株主が持っている株数に応じて、配当（株主配当）

として分配されます（下図⑤）。

 ご契約者への影響

● 株主配当第一生命グループビジョン

相互会社と株式会社の仕組み

⑤
株
主
配
当

株式会社

②重要事項決定機関

株主
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スケジュールお客さまとのコミュニケーション

＞＞＞   第一生命は、株式会社へ

補償基準日
株式会社化に伴う株式の割当計算の対象となるご契約者を確定するための基
準日（補償基準日）を平成21年3月31日に設定しました。

平成21年3月31日

　私たちは、お客さまに相互会社から株式会社に変更す
る趣旨やお手続きの方法などを個別にご説明するために
訪問活動を行っています。「株式が割り当てられるなんて
夢にも思ってなかった。ありがとう」と喜んでいただくこ
とも多く、これからもお客さま一人ひとりとのご縁を大切
にして、頑張っていきたいと考えています。

訪問活動で株式会社化の趣旨やお手続きをご説明

京浜総合支社　
品川第二職域営業支部
高橋 精子

the Voice

平成20年7月
「株式会社化・上場に関する
方針のお知らせ」

平成21年1月
「株式会社化・上場に関する
スケジュールのお知らせ」

ご契約者へ株式会社化の趣旨に関するお知らせを送付

定時総代会
株式会社化後の会社の概要、取締役・監査役、定款、株式会社化に伴う株式の
割当てに関する事項等を定める「組織変更計画」につき、承認いただきました。
翌日、「相互会社から株式会社への組織変更に係る公告」を、日本経済新聞お
よび官報において行っております。
なお、当社のご契約者は、株式会社化に異議を申し立てることができます。

平成21年6月30日

（注） 異議申立ての締切日は平成21年12月28日です。

売却価格の決定
割当株式数のうち小数点以下の端数部分については、株式でお受け取りいた
だくことができないため、当社にて一括して売却することにより、ご契約者に
端数部分相当の金銭をお受け取りいただきます。
その際の1株あたりの売却価格につきましては、裁判所の許可を得た売却方法
により、平成22年3月下旬に決定されます。

平成22年3月下旬

いちばんにお伝えしたいこと  3 ＞＞＞   第一生命は、株式会社へ

　お客さまへの株式割当ての基準となる「寄与分」の計算
にあたっては、公正性・衡平性の確保が求められます。計
算に必要なすべてのデータを収集し、そのデータに基づき
全契約の計算を行うという膨大な作業となりましたが、
当初のスケジュールどおり、正確な割当計算を完了する
ことができました。

公正・衡平に株式の割当計算を実施

the Voice

主計部　統計情報課
採田 祥治

株式相当額の金銭をお受け取りいただくご契約者・端数部分の割当てのあるご
契約者に、平成22年4月以降順次、金銭をご指定の銀行口座に送金します。
なお、お支払い金額や送金予定日については、平成22年４月上旬から中旬に
かけて、これらのご契約者あてにお送りする「お支払い金額のお知らせ」にてご
確認いただきますようお願いします。

金銭のお受け取り （銀行口座への送金）

平成22年4月～

株式会社化・上場のスケジュール

ご契約ごとの寄与分を計算し、ご契約者ごとに割り当てる株式数を算出

寄与分割合に応じて、算出したご契約者ごとの割当株式数を、平成21年7月
から12月にかけて、ご契約者に郵送にてお知らせします。株式の割当てがあ
るご契約者には、同時に、株式のお受け取り方法や金銭をお受け取りいただく
銀行口座の確認等もご案内します。

ご契約者に割当株式数を通知し、株式交付に必要な手続きを案内

スケジュールについては、本冊子作成時点（平成21年11月）での予定であり、変更となる可能性があります。

平成22年4月1日

割当株式数が１株以上となるご契約者については、ご指定の証券口座に当社
の株式を記録することによって当社の株式をお受け取りいただきます。なお、
株式でのお受け取りをご希望されないご契約者につきましては、株式相当額を
金銭にてお受け取りいただくことも可能です。

当社株式のお受け取り （証券口座への記録）

株式会社化および上場に関する方針決定
平成20年3月27日

平成22年4月1日
株式会社化・株式の上場
ご契約者からの異議申立てが一定数に満たないこと、
当局の認可が得られること等を条件として、株式会
社（商号：第一生命保険株式会社）となります。
株式会社化と同日またはその後すみやかに、証券取
引所へ当社の株式を上場することを目指します。

平成21年7月
「株式会社化・上場に関するお知らせ」

定時総代会
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社会との絆

当社は、これまで相互会社という会社形態をとり、総代会・お客さま懇談会・評議員会などを設置し、
態勢の充実と運営の活性化を図ってきました。

コーポレート・ガバナンス
社
会
と
の
絆

相互会社制度の運営

 総代会
経営管理

平成20年度評議員会議題

　当社は、経営の重要な意思決定・監督と業務執行を分

離し機能強化を図るため、執行役員制度を導入していま

す。取締役会は、経営の重要な意思決定を行うとともに、

業務執行の監督を行います。執行役員は、取締役会が選

任し、取締役会が定める分担に従って業務を執行します。

また、社長および社長の指名する執行役員で構成する経

営会議を開催し、経営上の重要事項を審議します。

　経営の透明性を高めるために、取締役選任候補者の適

格性を確認する指名委員会と取締役・執行役員の報酬制

度等について審議する報酬委員会を設置しています。

　監査役は取締役会・経営会議への出席、部門へのヒア

　経営の適正を期すため当社からの諮問および当社経営

についての意見具申等を行う機関として「評議員会」を設

置しています。評議員（15名以内）は、総代会において社

員または学識経験者の中から選任されています。

 評議員会

　「総代会」は、相互会社である当社の最高意思決定機関

です。総代会では、決算や事業活動等の報告とともに、会

社の重要事項に関する審議、決議が行われます。平成21

年度第108回定時総代会では、平成20年度剰余金処分

案や株式会社への組織変更計画等が審議、決議されました。

　総代は、社員の幅広い層の中から、公正な手続きを経

て選出されます。総代には、総代会で社員の意思を反映し、

充実した審議が行われるよう経営に係る重要事項につい

　お客さまに当社の経営・事業活動をご報告するととも

に、当社役職員がご意見・ご要望を直接お伺いし、業務

の改善や一層のサービスの向上に役立てるため、全国で

「お客さま懇談会」を開催しています。平成20年度は、平

成21年1月から3月に全国で開催しました。総代142名

 お客さま懇談会

お客さま懇談会での
主なご意見等内訳

経営
65.0%

第1回　
平成20年5月

・第107回定時総代会への付議事項
・平成19年度お客さま懇談会開催結果

第2回
平成20年11月

・平成20年度上半期業績概要
・ 2008-10年度
  中期経営計画「Value up 2010」
・平成20年度第4区総代の改選結果
・ 保険金等の支払いに関する業務改善計画の進捗状況

第3回　
平成21年3月

・平成20年度決算見込み
・ 保険金等の支払いに関する業務改善計画の進捗状況

情報開示

　当社は、社会・お客さまに対して情報を積極的に開示し、

経営の透明性を高め、正確に認識・判断いただくことが、

重要なコーポレート・ガバナンス強化策と考えています。

「情報開示基本方針」を取締役会で策定するとともに、不

適切な事象が発生した場合の公表について社内規定を定

めています。

経営管理体制

取締役：13名（うち社外取締役2名）　執行役員：23名（うち取締役との兼務
者9名）　監査役：5名（うち社外監査役3名）（平成21年6月30日現在）

リング等を通じ、各役員の職務執行、当社および子会社

のコンプライアンス・リスク管理の対応状況等の内部統制

態勢の監査を行うとともに、監査役会にて監査に関する

重要事項について協議します。

その他3.7%
サービス
（情報提供）4.6%

総代会

経営会議

社長

取締役会

会長

業務執行部門

執行役員 執行役員 執行役員 執行役員 執行役員

監査役会

監査役

報酬委員会

指名委員会

内部統制委員会各種委員会

（平成20年度）

て個別にご説明してい

ます。また、「お客さ

ま懇談会」にもご出席

いただくよう努めてい

ます。

お客さま懇談会

を含む2,530名のお客さまに

ご出席いただき、「株式会社化・

上場」、「今般の金融危機の影

響」等に関する数多くのご意

見・ご要望をいただきました。

サービス
（事務・サービス）4.2%

商品（法人向け）
1.5%

営業活動9.4%

商品（個人向け）
11.6%

相互会社制度

意見諮問 意見・
要望

事業
報告

事務局

報告（開催結果）
総代候補者
推薦

選任

報告（審議結果）

総代候補者選考委員会

評議員会

社員［ご契約者（無配当保険を除く）］

選
任

選
任

総代選出

重要事項の
決定

事業
報告

総代会

監査
監査役
監査役会

取締役
取締役会

選任

報告（開催結果）
お客さま懇談会

情報開示基本方針

 当社の経営・財務等に関する情報で、社会・お客さまに
とって重要と判断される情報について、適時・適切に情
報開示を行う。

 情報開示に際しては、ディスクロージャー誌、CSRレ
ポート、ニュースリリース、ホームページ等を通じ、
社会・お客さまに対して公平に情報が伝達されるよう、
留意する。

危機管理上、不適事象等については、社会・お客さま
への影響度、発生原因と当社の責任度合い、当該不適
事象の収束対応状況等を総合的に勘案し、適時・適切
に情報開示を行う。

情報開示の主な実績（平成20年度下半期～平成21年度上半期）

平成21年
4月20日

平成21年3月期第４四半期の有価証券評価損およびそ
の他有価証券評価差額金の減少について公表しました。

平成21年
5月20日

平成21年3月期決算を公表しました。これまでの年度
決算公表と比較し、約10日間の早期化を図っています。

平成21年
7月28日

平成22年3月期第1四半期末のその他有価証券評価差
額金の増加について公表しました。

ニュースリリース

平成20年8月1日に公表した業務改善計画について、その実施
状況を定期的に公表しています。

平成22年4月1日（予定）の株式会社化・上場に向けて、業績開
示のさらなる充実を図っています。

1
2

3

■ 業績開示の充実

■ 保険金等のお支払いに関する業務改善計画の　　　
実施状況の公表

人を考える。それは、人とその人を取り巻く生活すべての
ことを真摯に考え、行動すること。生命保険事業は、
社会性・公共性の高い事業です。コーポレート・ガバナンスの
強化により信頼を確保するとともに、企業市民としての役割を
再確認し、地域社会に貢献していくことを目指します。

社会からの信頼確保

第108回定時総代会
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内部統制基本方針

リスクの特性に応じた
実効性のあるリスク管理を行うこと3

顧客情報、機密情報等の情報資産を適切に
保護管理すること2

法令・定款等を遵守し、社会的規範、
市場ルールに則った事業活動を行うこと1

社
会
と
の
絆

社
会
と
の
絆

内部統制の方針

　当社は、会社法の施行に対応し、平成18年4月1日付

で、内部統制に関する基本的な考え方や取組方針を「内

部統制基本方針」として制定しています。

　また、内部統制体制の整備の一環として、同年4月に

内部統制委員会を設置しました。同委員会は、取締役会・

経営会議を補佐する専門組織として、内部統制態勢の整

備・運営を推進し、財務報告の適正性および内部監査の

有効性の確認を行うとともに、コンプライアンス委員会・

各リスク管理委員会・反社会的勢力対策委員会の上位機

関として、コンプライアンス・情報資産保護・リスク管理・

反社会的勢力対応に関する事項についての確認・審議を行

います。

　当社では、業務上のリスクに対する内部統制全般の実

効性を高めることを目的に、リスクの洗い出しと評価の

手法を体系化・標準化した「内部統制セルフ･アセスメント

（CSA※）」を実施しています。CSAでは、日常の業務に

潜む「事務リスク」、「システムリスク」などの「オペレーシ

ョナル・リスク」を対象としており、業務ごとにリスクの

状況を把握した上で、より大きなリスクから優先的に対

応策を策定し順次実施していくことで、リスクの抑制や

業務改善を推進しています。

リスク管理

　業務運営を健全かつ適切に保ち、保険契約上の責務を

確実に履行するため、さまざまなリスクを把握・評価し、そ

れに基づいた的確な対応を行うことがリスク管理の基本

的な考え方です。

　事業運営を通じて発生する各種リスクに対しては、そ

れぞれのリスク管理基本方針に基づき、業務執行所管が

自己管理を行った上で、各リスク管理所管が牽制する態

勢を整備しています。あわせて、全社のリスクを統合的

に管理する組織として、「リスク管理統括部」を設置し、

内部管理態勢の強化を図っています。これらのリスク管

理の有効性・適切性については、業務監査部が監査してい

ます。また取締役会・経営会議は、リスク管理状況の報

告を踏まえて意思決定を行い、監査役は会社のリスク管

理全般を対象に監査を実施しています。

 リスク管理態勢の整備

 内部統制の実効性を高める
 セルフ・アセスメント（CSA）

　当社では、大地震発生時等にお客さまへのサービスに

支障をきたさないよう、平常時より、「大規模災害リスク

管理委員会」、およびその下部組織として「安否確認・日

比谷応急対策部」、「運用・資金対策部」、「営業対策部」等

を設置し大規模災害に備えています。各対策部において、

事業継続計画を含む危機管理計画に関する規程・基準書

を策定するとともに、その実効性向上のために、首都圏

直下型地震等の大規模地震を想定した訓練をはじめ、各

種訓練を行っています。

　また、顧客情報を含むシステムデータのバックアップを

実施し、本社・支社が被災した場合でも、事務処理を円

滑に行い、保険金・契約者貸付などの支払いが確実に行え

るよう態勢を整えています。

 事業継続計画（Business Continuity Plan）

平成20年度に実施した各種訓練

リスク抑制・業務改善のサイクル

目的 実施訓練

職員安否・初動確認

全社安否確認・初動対応訓練

日比谷応急対策訓練

大井応急対策訓練

首都圏直下型地震を想定した対策本部初動訓練

府中応急対策訓練

インフラ確認・復旧

システムバックアップ機能確認

ビル管理会社との連絡体制確認

府中・大井各電算室火災訓練

事業継続
保険事務継続訓練

運用・資金事務継続訓練

総合訓練 東海・東南海・南海地震訓練

災害対策の体制

安
否
確
認
・

日
比
谷
応
急
対
策
部

事
務
・
大
井
応
急
対
策
部

シ
ス
テ
ム
・

府
中
応
急
対
策
部

子
会
社
等
応
急
対
策
部

運
用
・
資
金
対
策
部

復
旧
対
策
部

営
業
対
策
部

法
人
営
業
対
策
部

代
理
店
営
業
対
策
部

大規模災害リスク
管理委員会事務局

大規模災害リスク
管理委員会

　当社では、自己資本等の財務基盤と、リスクが顕在化

した場合の予想損失金額とを会社全体で管理するなど、

財務健全性の向上に努めています。特に、資産と負債の

特性を十分に認識した収益・リスク・資本のマネジメント

が重要であるとの観点から、「ALM※委員会」を設置し、

資産と負債の統合的な管理を行う態勢を整備しています。

 財務健全性のコントロール

※  ALM：Asset Liability Management （運用資産と負債〈保険契約の状
況〉を適切にコントロールしていく仕組み）の略

対応策の実施状況を
検証し、翌年度のリ
スク抑制・業務改善サ
イクルにつなげます。

5 実施状況の検証

重要性（影響度）の評価

2 リスクの評価

数年に1回も発生しないようなリスク
であっても、発生した際には大きな影
響を及ぼすものもあるため、まず、潜
んでいるリスクの重要性（影響度）を
評価します。

リスク発生を防止するための
対応状況の評価
業務遂行上の仕組みやルール・チェッ
ク体制などを確認し、リスク発生を防
止するための対応状況を評価します。

業務監査により内部統制等の適切性、
有効性を検証すること7

財務報告の信頼性を確保し、
適時適切な開示を行うこと6
子会社等における業務の適正を確保すること5

反社会的勢力との関係を遮断し
被害防止を図ること4

1 リスクの洗い出し

どのような業務を行っているか棚卸しし、誤処理や情報漏えいなど、
個々の業務にどんなリスクが潜んでいるのかを洗い出します。

社会との絆

業務全体を適正・効率的に運営するため、「内部統制基本方針」のもと、
態勢の整備を進めています。

内部統制

　具体的プロセスとして、まずリスクを、「保険引受リス

ク」「資産運用リスク」「流動性リスク」「事務リスク」「シス

テムリスク」に分類しています。そして組織・ルールを整

備し、それぞれのリスク特性に応じた管理に取り組んで

います。あわせて、通常のリスク管理では対処できない

ような大地震等の発生に備え、危機管理、大規模災害リ

スクの管理等に関する態勢の整備を行っています。

3 対応策の策定

リスクの重要性などに応じて、業務改善が必要な事項の優先順位を
明確にし、効果的かつ効率的な改善策を策定します。

対応策を順次実施する
ことで、リスク抑制と業
務改善を推進します。

4 対応策の実施

　CSAは取組みの手法を充実させつつ本社全部門と全国

の支社で毎年実施しています。

リスク管理に関する組織体制
報告

指
示

監
査
役
に
よ
る
監
査

業
務
監
査
部
に
よ
る
監
査

取締役会
社長

経営会議・内部統制委員会

各リスク管理所管（牽制機能によるリスク管理）
リスク管理統括部

リスク管理

業務執行所管（自己管理）

シ
ス
テ
ム
リ
ス
ク

事
務
リ
ス
ク

流
動
性
リ
ス
ク

不
動
産
投
資
リ
ス
ク

信
用
リ
ス
ク

市
場
関
連
リ
ス
ク

保
険
引
受
リ
ス
ク

資産運用リスク

ALM

指
示

報
告

※CSA：Control Self Assessmentの略
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社
会
と
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社
会
と
の
絆コンプライアンス（法令等遵守）

　当社では、法令や社会的規範等を遵守した公正な事業

活動を行うため、コンプライアンスを経営の最重要課題

の一つとして掲げ、態勢の強化と法令等を遵守した適切

な業務運営に努めています。

　コンプライアンスに関する重要事項は、関連役員・部長

で構成する「コンプライアンス委員会」を中心に協議する

 コンプライアンス推進態勢の整備

とともに、「コンプライアンス統括部」および「募集コンプ

ライアンス推進室」を推進所管として、全社を挙げてコン

プライアンス態勢の強化・充実に取り組んでいます。

　各組織の長である部長・支社長は「法令等遵守責任者」

として任命されています。法令等遵守責任者は、コンプ

ライアンス統括部・募集コンプライアンス推進室に配置す

るコンプライアンス・オフィサーと連携し、自組織のコン

プライアンスに関する態勢強化と推進を図っています。

　日常の業務遂行における手引書として活用される「コン

プライアンスマニュアル」は、法令の制定や改正内容に加

え、最新の課題等を反映する必要性から、平成20年に

引き続き平成21年4月にも改定を実施しました。

　また、経営基本方針のもとでの役職員個人の行動原則

としての「行動規範」を平成10年4月に定めています。「行

動規範」については、平成20年4月に「品質保証新宣言」

の要素を盛り込むとともに、全役職員に配付している「コ

ンプライアンスマニュアル」や「ビジョン＆ルール」（P6）に

掲載することにより、周知徹底を図っています。

　さらに「行動規範」に定める各項目をより具体的に示す

ものとして「行動規範ガイドライン」を策定しています。

「行動規範ガイドライン」は、「品質保証新宣言」の視点等

を踏まえ、平成21年2月および4月に改定を実施し、最

新版の「コンプライアンスマニュアル」に掲載しています。

　年度ごとの推進計画を、「全社コンプライアンス・プロ

グラム」として策定の上、取締役会で決定し、これを軸に

取り組んでいます。プログラムの取組状況は定期的に取

締役会や経営会議、内部統制委員会等に報告し、経営レ

ベルでの検証・評価に伴って随時課題の見直しを行う

PDCAサイクルに基づいた運営としています。平成21

年度は、株式上場への対応としての「適時開示態勢の整

備およびインサイダー取引防止の推進」や、保険業法・金融

商品取引法の改正を踏まえた「利益相反管理態勢の整備」

等の最新の課題を全社プログラムに追加反映しました。

　また、各組織では、「各部・各支社コンプライアンス・プ

ログラム」を設定し、組織ごとの課題に応じたプログラム

を推進しています。各組織の法令等遵守責任者は、自身

および自組織の取組状況を「コンプライアンス推進に関す

る確認書」により半期ごとに自ら検証を行い、社長宛に提

出しています。平成21年度からは、確認書による検証結

果に基づき認識された課題を次期のコンプライアンス・プ

ログラムに設定して改善につなげるという、PDCAサイ

クルのチェック機能を強化した取組みを行っています。

　知識教育としては、全職員を対象としたeラーニング

によるコンプライアンス研修を定期的に実施するほか、

保険募集を行う支社向けには平成20年8月よりテレビ会

議を活用した研修システムを導入し、毎月タイムリーな

テーマにて知識の付与を行っています。

　各組織で発生したコンプライアンスに関する重要事項

は、ただちに法令等遵守責任者を通じてコンプライアン

ス統括部に報告され適切に対応するとともに、社長や経

営会議等への報告を通じて、速やかに経営層が情報を共

有し具体的な指示を行う体制としています。

  「コンプライアンス・プログラム」を
 軸とした具体的取組み

テレビ会議システムを活用した
コンプライアンス研修

情報資産の保護・管理

平成20年7月 業務委託先での事故発生防止策の強化

平成20年9月 社外送付時のセキュリティ強化

平成21年1月 社内物流の授受管理システムの全社展開

平成21年5月 インターネットメール送信ルールの強化

平成21年9月 外部記憶媒体へのデータ書出しルールの強化

子会社等における業務の適正の確保

　当社では、主要株主として子会社等の取締役会等によ

る意思決定および業務執行の監督についてモニタリング

を行うことを基本とし、あわせて業務執行の状況等を確

認し、子会社等の特性に応じた対応を行っています。

　子会社等における業務の適正の確保についての基本的

な考え方や取組方針を「内部統制基本方針」の中で定める

とともに、「子会社等内部統制管理規程」等、必要な社規・

ルール等を整備しています。子会社等に係る内部統制を

担当する所管は、関連所管と連携し、「子会社等における

業務の適正の確保」に努め、必要に応じて当社の取締役会、

経営会議、内部統制委員会等に報告しています。

主な取組み（平成20年度以降）

各部・各支社
コンプライアンス・プログラム

全社
コンプライアンス・プログラム

コンプライアンスに関する方針・規程等の体系

経営基本方針

行動基準
（部門別）

行動規範
ガイドライン

行動規範

コンプライアンス推進に
関する会社方針

コンプライアンス規程

役職員個人の
行動原則・ルール

内部統制基本方針
勧誘方針

　また、各職員が直接報

告・相談する窓口である

ホットラインとして「スピ

ーク・アップ窓口」を設置

しており、迅速・的確に

問題解決を図る体制を整

備しています。

　政府が作成した「新型インフルエンザ対策ガイドライ

ン」（平成21年2月)に基づき、病原性の高い新型インフ

ルエンザのパンデミック時においても、社会機能の維持

に関わる事業者として行うべき保険金・給付金等のお支払

いや保全事務などのサービスを安定的にお客さまに提供

することを狙いとして対応策を定めています。

　具体的には、発生段階ごとの行動計画や事業の継続に

関する対応を定めた「新型インフルエンザ対策行動計画」・

「新型インフルエンザ対策基準書」を策定するとともに、

マスク・消毒薬等の対策物資の備蓄を進めています。

 新型インフルエンザへの対応

コンプライアンス・情報資産保護に関する組織体制

コンプライアンス・情報資産保護の推進

支　社
法令等遵守責任者
法令等遵守推進者
法令等遵守担当者

本　社
法令等遵守責任者
法令等遵守推進者

経営会議・内部統制委員会

社長

取締役会

募集コンプライアンス
推進室

コンプライアンス
統括部

コンプライアンス・
オフィサー

スピーク・アップ
窓口

情報資産保護専門委員会

コンプライアンス委員会

監
査
役
に
よ
る
監
査

業
務
監
査
部
に
よ
る
監
査

支援 報告

報告

指
示

報告指示

　当社では、お客さまからお預かりした大切な情報を安

全・確実に管理するため、個人情報保護法等の関連法令

を踏まえた管理態勢の整備・充実を図っています。情報資

産保護に関するルールや諸施策は、関連役員・部長で構成

する「情報資産保護専門委員会」で協議し、コンプライア

ンス統括部を中心に各担当所管にて策定の上、各組織の

法令等遵守責任者を通じて全社に推進しています。

　最近の取組みとしては、情報漏えい防止の観点から、

Eメール送信や外部記憶媒体取扱いのルールを強化しま

した。また、FAX利用時の誤送信を防ぐためワンタッチ

ダイヤルの登録確認も全社一斉に実施しました。

　こうした新ルールの導入等に際しては、全社を挙げて

運営する年2回の強化月間や定期的な強化デーにて研修・

点検を実施し、役職員への徹底を図っています。あわせて、

管理部門にてモニタリングを行っています。

　さらに年1回、役職員が情報資産の適切な取扱いに関

する誓約書を会社に提出し、より実効性を高めています。
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反社会的勢力による被害の防止

　当社では、「社会からの信頼確保」を経営基本方針に掲

げており、反社会的勢力からの不当要求に対しては、組

織全体で対応することとし、一切の関係遮断・被害防止に

努めています。

　反社会的勢力による被害防止に関する基本的な考え方

や取組方針について「内部統制基本方針」の中で定めると

ともに、この基本方針に基づく「反社会的勢力対策規程」

を平成20年4月1日付で制定しました。さらに、基本方

針・規程に基づき、「反社会的勢力対策基準書」を平成21

年5月１日付で制定し、役職員が遵守すべきルールや反

社会的勢力との関係遮断・被害防止に向けた具体的な取

組みの詳細について明確化しています。

　各部・各支社では「反社会的勢力対応責任者」および「反

社会的勢力対応推進者」を定め、反社会的勢力からの不

当要求等には、責任者・推進者を中心に統括所管である

総務部および外部専門機関と連携の上、組織として適切

な対応を図る態勢としています。

　また、「ビジョン＆ルール」（P6）に平時の心構えや有事

の対応事項を掲載し、周知徹底を図っています。

反社会的勢力との関係遮断・被害防止に関する組織体制

財務報告に係る内部統制

　金融商品取引法の施行により、上場会社に対し、平成

20年度より財務報告に係る内部統制の有効性を評価した

「内部統制報告書」の作成が義務付けられました。相互会

社には作成義務はないものの、お客さまからの信頼を確

保していくために、当社においても財務報告に関連する

重要なプロセスや財務報告を作成する体制等の内部統制

の有効性の評価を実施し、当社の財務報告に係る内部統

制は有効であるとした「内部統制報告書」を作成しました。

　また、内部統制報告書の適正性を確認するため、会計

監査人による内部統制監査を受けています。

業務監査による内部統制等の
適切性・有効性の検証

　当社では、健全かつ適切な業務運営を確保するために、

業務監査により内部統制等の適切性・有効性を検証してお

り、以下のような態勢を構築しています。

　「内部統制基本方針」のもと、業務監査の基本的事項や

実施要領等に関する規程を制定し、全役職員に公開して

います。

　各業務執行所管や募集代理店に対する業務監査組織と

して業務監査部を設置し、各業務執行所管や募集代理店

から独立した組織として業務監査を実効あるものとして

います。

 業務監査態勢等の整備

　事業年度ごとに取締役会において重点業務監査項目等

の業務監査の大綱を決定し、これを基に業務監査の年度

実施計画を業務監査部門担当執行役員が決定しています。

業務監査結果を定期的に取締役会等において経営層に報

告するとともに、被業務監査組織には速やかに改善計画

の立案を求め、改善計画の実施状況の管理を行うことで、

業務監査を通じた改善を推進しています。

 業務監査の実施

経営会議・内部統制委員会

取締役会

社長

反社会的勢力対策責任者
統括所管＝総務部

反社会的勢力対策委員会
監
査
役
に
よ
る
監
査

業
務
監
査
部
に
よ
る
監
査

支援
指示

報告

報告

指
示

指示 報告

本社・支社
反社会的勢力対応責任者
反社会的勢力対応推進者

関係遮断・被害防止態勢の整備・推進

第一生命の人権宣言と行動規範

　昭和61年に「第一生命の人権宣言」を制定しました。

また、役職員の「行動規範」にも人権に関わる内容を盛り

込んでいます。

　本社に役員・部長で構成する「人権啓発推進本部」を置

くとともに、すべての部・支社に「人権啓発委員」を配置し

ています。また、人事部内に「人権啓発室」を設置し、全

社的な人権啓発を推進しています。

修を実施し、未然防止に努めてい

ます。平成21年2月の本社管理

職人権研修では、職場のハラスメ

ント研究所金子雅臣所長に「ハラ

スメントの最新事情」をテーマに講

演していただきました。

人権啓発の活動

 推進体制

　人権問題を正しく理解し認識を深めて、日常の活動に

つなげていくためには、地道な研修の繰り返しが重要であ

るとの認識のもと人権啓発に取り組んでいます。年3回の

全職員対象の所属別研修をはじめ、人権啓発委員研修、入

社研修、本社管理職人権研修などにおいて、｢同和問題｣

「障がい者理解」「ハラスメント防止」を中心に、さまざま

な人権問題について研修を実施しています。また、当社

は「東京人権啓発企業連絡会」に加盟するとともに、行政・

諸団体が開催する研修会等に積極的に参加し、人権啓発

の取組みに役立てています。

　全職員が携帯する「ビジョン＆ルール」（P6）や各種マニ

ュアルに、セクハラ・パワハラの防止取組およびそれぞれ

の相談受付窓口を掲載し、周知を図っています。特にセ

クハラについては｢セクハラ相談窓口｣に女性担当者3名

を配置して、安心して相談できる体制を整え、迅速かつ

適切な対応を行っています。

　また、所属別人権研修など各人権研修にて繰り返し研

社
会
と
の
絆

人権啓発研修

 人権啓発研修

 セクハラ・パワハラの防止

人権宣言3本の柱

第一生命は企業の社会的責任を
正しく理解し行動できる人材の教育に
努めます。

3

第一生命は企業人である前に
立派な社会人である職員の創造に努めます。2

第一生命は基本的人権を尊重し、
法の下に自由と平等と相互扶助の心の育成に
努めます。

1

●  性別、年齢、国籍、人種、民族、宗教、社
会的地位、障がい等を理由として差別しない。

●  セクシュアルハラスメント、パワーハラスメ
ントは行わない。また、他人のこれらの行為
を見逃さない。

社会との絆

職員一人ひとりが人権問題に対し正しい理解と認識を持ち、
あらゆる場において常に相手を思いやる心を持って行動できる職員の育成に努めています。

人権の尊重

実施年月 研修名 参加者数

平成20年4月 総合職・一般職入社研修 428名

4月 機関経営職候補生入社研修 97名

5月 人権啓発委員研修 255名

5月 新任管理職研修 203名

6月 新任アシスタントマネジャー研修 138名

9月 人権啓発委員研修 332名

9月 子会社等人権担当者研修 27名

平成21年2月 本社管理職人権研修 790名

3月 新任副支社長・CS推進統括部長研修 29名

3月 新規支部担当支部長研修 120名

年3回 所属別人権研修 全職員

（平成20年度）

本社管理職人権研修
職場のハラスメント研究所  
金子 雅臣所長

行動規範

役職員一人ひとりの人格・個性を尊重し、変革を恐れな
い自由闊達な風土を醸成していく。
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推進体制

　「CSR推進委員会」傘下の「社会貢献・環境活動推進専

門委員会」において、持続的な社会の実現に向け、環境

保護取組を推進しています。具体的には、環境取組課題

の共有化、取組みの検討・決定・実行、ならびに結果の検証・

振り返りおよび次年度課題の検討というPDCAサイクル

に則り運営しています。

　当社では、大規模事業所を中心に事業所単位で省エネ

に取り組むことにより、平成20年度は日比谷本社、大

井事業所、府中事業所合計で前年度比4.1％のCO2削減

となりました。平成21年度は、全国の事業所におけるエ

ネルギー使用に伴うCO2排出量を一元的に管理し、省エ

ネの取組みを推進しています。

環境取組方針

地球温暖化防止に向けた
取組みの推進

　当社は平成17年度より温暖化

防止のための国民運動「チーム・マ

イナス6％」に参加し、職員による

省エネ活動を実施しています。平

成21年度は所属ごと・職員ごとに

「マイクールビズ」運動を実施し、

昼間の事務室消灯、OA機器の節

電などそれぞれの職場に応じて取

り組んでいます。

（注） CO2排出量は、東京都環境確保条例「地球温暖化対策計
画書制度」に則って算出

CO2排出量と電力消費量

  「チーム・マイナス6％」への参加

　平成21年度に開催した第19回「緑のデザイン賞表彰

式（5月）」、第108回「定時総代会（6月）」、第61回「保

健文化賞贈呈式（10月）」等の会場で使用した電力を環境

負荷の少ないグリーン電力でまかないました。今後も自

然エネルギー導入を進めていきます。

 自然エネルギーの導入

　当社は、保険商品のご提案から各種通知の配付など大

量の紙資源を使用します。従来から省資源の観点より事

業所単位で紙使用量削減の取組みを行ってきましたが、

平成20年度の全社の紙使用量は11,100ｔにのぼりま

した。全社を挙げて紙使用量削減の取組みをより強化す

べく、社会貢献・環境活動推進専門委員会傘下にプロジェ

クトチームを設置し、さまざまな取組みを推進しています。

　平成21年度よりコピー用紙の削減に積極的に取り組ん

でいます。具体的には役職員会議でのプロジェクター活

 コピー用紙の削減

　平成20年度から21年度にかけて、全社の紙使用量の

うち6割強を占める各種お客さま向け印刷物や社内帳票

について、以下のとおり抜本的な紙削減を図っています。

 印刷物の紙削減

「グリーン購入」の推進

　社内購買システムを通じた事務消耗品購入における平

成20年度の「グリーン購入率」（購入総額に対する低環境

負荷商品の購入額が占める割合）は、全社で53.5％とな

っています。さらなるグリーン購入の推進を図るべく、

平成21年8月より社内購買システムの商品ラインアップ

を原則環境対応商品に改めました。また、コピー用紙に

ついても100％グリーン購入適合商品を購入しています。

リサイクルの促進

　事業における抜本的な紙使用量の削減とともに、使用

した紙については情報漏えいが起きないよう徹底した管理

を行った上で、リサイクルを積極的に進めています。

　平成20年度は、3,800ｔの紙を100％再生利用しま

した。

主な取組み

省資源の取組み

省エネ推進ポスター

パソコン・プロジェクターを活用した会議

0
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平成18 19 20 （年度）

　当社は、「環境取組方針」を制定し、社会の一員として

環境保護および環境負荷低減に取り組んでいます。

基本的な考え方

第一生命は、「社会からの信頼確保」という経営基本方針
に基づき、社会の一員として地域の環境保全・地球環境
保護および循環型社会の構築を企業の社会的な責任と捉
え、一人ひとりが、日常的かつ継続的に以下の行動指針
に沿って環境保全に取り組みます。

生命保険事業における環境配慮行動
事業活動において、環境保全に関する諸法規や
第一生命が同意した憲章・協定・指針等を遵守し、
常に環境への影響に配慮した行動を行うよう努めます。

1

2

3

 事業活動における省エネの取組み

4

商品パンフレット等
の統廃合・
電子化の推進

使用実績を踏まえて統廃合、電子化を
進め、パンフレット等の種類を平成20
年度期初と比較して、約50％に削減
しました。

ご契約期間中に
提供する
保険約款の見直し

ご契約期間中に提供する保険約款につ
いて「保険約款のオーダーメイド化」を
実施したことにより、1契約あたり平
均して約240ページ、平成20年度で
約37トンの紙使用量を削減しました。

ご契約の申込時
までに提供する
保険約款の
CD－ROM化

平成21年10月より、ご契約の申込時
までに提供する保険約款について
「CD-ROM化」を実施しました。これ
により、ご契約者に提供する「ご契約
のしおり－定款・約款」のページ数は大
幅な削減となりました。

40,433 42,533 41,008

15,038 16,245 16,086

14,738 15,778 14,735

10,656 10,510 10,186

社会との絆

社会の持続可能な発展に向け、全社で環境活動に取り組んでいます。
事業所の省エネルギー・省資源活動のほか、資産運用を通じた環境保護への貢献に努めています。

環境保護活動

用、配布資料削減等の取組みを進めています。また、各

部門ごとに設定された削減目標の達成状況を全社で共有

化しています。 

事業活動に伴う環境負荷の低減
事業活動に伴う資源・エネルギーの消費や
廃棄物等の排出について、省資源、省エネルギー、
資源のリサイクル、およびグリーン購入を推進し、
環境負荷の低減に努めます。

環境啓発活動の推進
行動指針の徹底を通じて役職員の環境問題に対する
意識の向上を図るとともに、
環境保全活動への助成・支援をはじめとした
環境啓発活動に取り組み、広く社会に貢献します。

持続的な環境改善の推進
目的・目標を設定し、取組方針や取組状況と
合わせて取組結果の検証と積極的な開示に努め、
継続的な環境改善に取り組みます。
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18,816
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7,341
7,940 7,948

6,345 6,973 6,374

5,129 5,439 5,191

 日比谷本社
 大井事業所
 府中事業所CO2排出量

電力消費量

 日比谷本社
 大井事業所
 府中事業所

行動指針

省エネ推進ポスター

株式会社第一ビルディング第一生命保険相互会社
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照明は
こまめに
ON/OFF

PC電源は
不使用時OFF

OFF 紙の使用は
最小限に

ブラインドの
有効利用で冷暖房
効果アップ
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内容 年度 対象建築物

高効率空調機
導入支援事業認定

平成19年度 梅田センタービル
平成21年度 DNタワー21

住宅・建築物
高効率エネルギー
システム導入促進
事業認定

平成19年度 大阪第一生命ビルディング
幕張テクノガーデン

平成20年度 第一生命府中ビルディング
福岡祇園第一生命ビルディング

平成21年度 京都御池第一生命ビルディング
エステック情報ビル

社
会
と
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資産運用を通じた環境保護への貢献

　梅新第一生命ビルディング

における屋上緑化・太陽光発

電・雨水利用など環境負荷低

減への取組みが評価され、建

築物の環境性能を測るシステ

ム「CASBEE　大阪」にて、平

成16年の最高（S）ランク取得

に続き、平成20年3月に本賞

を受賞しました。

「CASBEE 大阪 OF THE YEAR 2007」受賞

その他の不動産投資における環境保護取組事例

　「緑の 環境デザイン賞」は、全国の市民団体・公共団体

等から募集した都市部の緑化プランに対し緑化実現のた

めの資金助成を行うもので、これまで38都道府県120

カ所の都市緑化プランを表彰し、緑の拠点づくりによる

生活の質の向上と市民・企業協働のまちづくりを支援して

きました。

　第20回の節目を迎えた平成21年度より、名称を「緑

の 環境デザイン賞」に変更し、ヒートアイランド化の緩和

や生物多様性保全など環境問題改善に効果のある緑化プ

ランづくりを積極的に支援していきます。

  「緑の 環境デザイン賞」（旧：「緑のデザイン賞」）

社会に対する環境保護・啓発活動

　長野県小諸エリアの地域活性化の拠点として計
画しました。応募に先立ち実施した市民参加ワー
クショップで得られた意見を基に緑化計画を練り

国土交通大臣賞受賞プラン
「停車場ガーデン」（長野県小諸市）

　環境への配慮を資産運用部門

の業務行動基準に明示し、対象

企業等の社会的責任も投資判断

基準の一つとしています。

公序良俗に反するもの

梅新第一生命ビルディング

　建物の用途や機能を変更して、その性能や価値の向上

を図る「リノベーション」に取り組んでいます。平成19年

10月に竣工したOGGI（東京都・井荻APリノベーション）

では、老朽化した鉄骨づくりの社宅を改修することによ

り、賃貸マンションとして再生させ、「第26回住まいの

リフォームコンクール」（応募総数592件）にて「国土交通

大臣賞」を受賞しました。

リノベーションの取組み

　平成21年度、川越第一生

命ビルディングにおける地球

温暖化防止に寄与するヒート

ポンプ・蓄熱システムの普及・

拡大に向けた取組みにより、

（財）ヒートポンプ・蓄熱セン

ター主催の「蓄熱のつどい」に

て感謝状を受けました。

「蓄熱のつどい」表彰

ました。その思いが
今回の受賞につなが
ったのだと思います。
「停車場ガーデン」は
今日も市民・観光客の
方々の憩いの場とし
て活用されています。

　当社では、建築物の緑化や省エネ設備の導入により環

境負荷を低減したビルの建築を進めるとともに、既存の

建物については、大型物件を中心に中長期保全計画に基

づいた計画的な省エネ取組みを推進しています。

 環境に配慮した不動産投資

平成21年度「蓄熱のつどい」
感謝状贈呈式

環境破壊、投機的な土
地取引を助長するもの

緑化により、
市民の方々の憩いの場に
特定非営利活動法人こもろの杜
理事長
清水 克彦様

第19回「緑のデザイン賞」
受賞者の声

the Voice
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社会貢献活動の取組方針

健康・福祉

　当社は、「社会貢献活動の取組方針」を制定し、社会貢

献活動を継続的に展開しています。

　生命保険会社の使命として、人々の健康や福祉の向上

に貢献すべく取り組んでいます。

　戦後の混乱期、保健衛生の思想や施設が悪化してい

る中にあって、それらの向上に取り組む人々に感謝の

意を捧げるために創設しました。昭和25年の創設以来、

毎年実施され、平成21年で第61回を迎えました。毎

 保健文化賞

社会との絆

「育てること（育成）」「続けること（継続）」をコンセプトに社会貢献活動に取り組み、
豊かで安心感あふれる生活・社会づくりを推進します。

社会貢献活動

　私は、昭和38年から友人と離島で眼科無料診療
を始め、昭和60年からは福田眼科病院離島診療チ
ームとして、無料診療を行ってきました。その後、
耳疾患を職業病とする海士が多いため耳鼻科医の
同行や、小値賀島での無料診療等活動を広げてい
ます。診療のたびに島民の待ちわびた熱気を肌で
強烈に感じ、スタッフ全員が急造の検診会場をい
つもより生き生きと駆け回る姿は、目を見張るも
のがあります。今や私どもの離島診療は、改めて
医療の原点を考える最高の研修の場であると思っ
ています。
  今後とも受賞者の皆さまとともに、今日の受賞
の意味と責任を重く受け止め、目指す目標に向か
い、一歩前進のさらなる決意を新たにしたいと思
います。

　循環器疾患の研究・予防・診断および治療を目的として

昭和34年に設立しました。以来、循環器疾患に関する

多くの研究論文を発表し、治療成績の向上に寄与してい

ます。特に近年は、併設する付属病院の豊富な臨床例を

データベース化し、循環器医療が解決すべき課題の明確

化と、新たな医療の開発を推進しています。また、高度

で先進的な医療を提供すべく、付属病院には循環器疾患

を専門とするスタッフを配置しています。

保健文化賞

 財団法人心臓血管研究所

基本的な考え方

第一生命は、社会性・公共性の強い生命保険事業を通
じて、豊かで安心感あふれる生活･社会づくりに努めて
おり、自らが地域社会の一員であることを意識し、と
もに「良き企業市民」として発展することを目指してい
ます。

第61回保健文化賞贈呈式

年秋に贈呈式を行

い、受賞者は翌日皇

居に参内して天皇皇

后両陛下に拝謁を

賜っています。

　姿勢と健康のもつ意義と重要性を

広く人々に啓発するなどの公益活動

を通じ、国民の健康と福祉に貢献す

ることを目的に昭和41年に設立し

ました。機関誌を年2回発行してい

ます。

 財団法人姿勢研究所

受賞を重く受け止め、
精進していきます
福田眼科病院離島診療チーム　
福田 量様

第61回保健文化賞受賞者の声

the Voice

1 社会貢献活動の分野は「健康・福祉」、「生活環境」、「教
育･調査」、「地域社会貢献」、「芸術･文化」、「スポー
ツ」の6つとします。

2 社会貢献活動の基本コンセプトは「育てること（育
成）」、「続けること（継続）」とします。

3 時代の要請を反映しながら、社会貢献活動の「振り返
り・見直し」を定期的に行い、さらに付加価値の高い
活動を目指します。

取組内容

機関誌「POSTURE」
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生活環境

　潤いのある生活環境を目指し、人々が暮らしやすい社

会づくりのための調査・研究に取り組んでいます。

　居住環境の整備や住生活の向上に

関する調査研究と啓発を目的に昭和

30年に設立しました。機関誌を年4

回発行しています。

 財団法人第一住宅建設協会

機関誌「city & life」

　「近代的地域社会」という概念の普

及および調査・研究を行い、社会の

発展に寄与することを目的に昭和

38年に設立しました。機関誌を年2

回発行しています。

 財団法人地域社会研究所

機関誌「The Community」

教育・調査

　生命保険の普及と発展を願い、教育・調査活動を推進

しています。

　平成19年度より、一橋大学大学院商学研究科MBA

コースに寄付講義を提供するとともに産学連携の共同研

究を継続しています。平成21年度は「保険とリスク管理」

を開講し、当社グループ役職員を講師として派遣してい

ます。

　また、平成20年度より、損害保険ジャパンと共同で明

治大学法科大学院にて「保険法」の寄付講義を提供してい

 産学連携による寄付講義・共同研究

寄付講義（一橋大学）

　専門分野の有識者が集い、企業の消費者対応のあり方

やお客さま本位の経営のあり方などについて意見交換を

行うことを目的に、当社が事務局となり、昭和60年から

継続して「消費者問題研究会」を開催しています。意見交

 消費者問題研究会の開催

換の内容は、小冊子にまとめて発

行し、各地の消費生活センター、

消費者団体等に提供しています。

平成21年3月には第10次研究会

のまとめ「きずこう消費者主役の

新時代」を発行し、多くの反響を

いただきました。

　財団法人消費者教育支援センターの「第4回消費者教育

教材資料表彰」の「実験実習部門」で優秀賞を受賞した「ラ

イフサイクルゲーム」を活用し、日本消費者教育学会など

と連携した金融教育支援を行っています。このゲームは

  「ライフサイクルゲーム」による金融教育支援

生命保険をはじめとす

る金融商品や契約に関

する知識が学べるよう

に工夫されたゲーム教

材で、各方面から好評

をいただいています。 日本消費者教育学会による学生セミナー

　京都市教育委員会と経済教育団体「ジュニア・アチーブ

メント」の共催事業、中学生向け経済教育プログラム「フ

ァイナンスパーク」に協賛しています。これは、仮想の街

で1年間の生活設計や収支計算を体験するプログラムで

 子どもたちへの経済教育─
  「ファイナンスパーク」への協賛

　職員による自発的な地域社会貢献活動を支援・推進す

るため、当社では平成4年度より「マッチングギフト制度」

ボランティア活動への支援

ファイナンスパーク

す。第一生命ブースで

は、次世代を担う子ど

もたちに生命保険の仕

組みや役割を分かりや

すく伝えています。

「きずこう消費者主役の新時代」

地域社会貢献

　全国で地域に根ざした社会貢献活動を推進しています。

　地域社会の一員として、全国各地で職員がグループで

清掃活動、チャリティバザー、募金活動等、自発的な地域

社会貢献活動に取り組んでいます。平成20年度の実施

件数は174件、のべ参加人数は約4万名となっています。

 全国職員によるボランティア活動

　第一生命の創立者である矢野恒太の事績を顕彰する

ため、創立50周年事業の一環として、昭和28年に

設立しました。統計の普及・啓発事業、奨学金事業の

運営、農業振興者の表彰など各種公益事業を行ってい

ます。中でも昭和2年発刊の「日本国勢図会」は、国内

統計を総合的に収集したベストセラーで、教育分野を

はじめ、一般教養書としても広く愛読されています。

 財団法人矢野恒太記念会 を導入しています。この制度は、ボランティア活動で集め

た募金等の金額に会社が一定額を上乗せし、ボランティ 

ア団体や施設に寄付するとともに活動経費を一部補助す

るものです。

　平成20年度は、全国の91支社・部門でマッチングギ

フト制度が活用され、会社より約575万円の支援を行い

ました。

　また、顕著な社会貢献活動を行った職員グループに対

し、「社会貢献活動表彰」を実施しています。

全国各地でボランティアに取り組んでいます

　「緑のデザイン賞」（P29）の助成金でつくられた 

表参道駅前の緑地を、近隣支部の職員が受賞団体の

方々とともに毎月2回清掃しています。当社の助成

金でつくられた“街のみどり”を職員のボランティアが 

守っています。

　また、毎年、全職員が一体となってチャリティバ

ザーを開催しています。バザー会場には地域の障が

い者施設の作品販売スペ

ースも設け、当日は大盛

況でした。

緑地の清掃活動

平成20年度 社会貢献活動表彰
「ボランティア大賞」 渋谷総合支社

　昭和40年、全国の新入学児童に交通事故傷害保険付き

の「黄色いワッペン」を贈る事業として開始されました。当 

社は平成15年より参画し、現在はみずほフィナンシャルグ

  「黄色いワッペン」贈呈事業

○あしながPウォーク10

　遺児学生らが全国47都道府県で開催している

ボランティアウォークに参加しています。

＜平成20年度＞ 18部門 (1 ,070名 )参加、487,700円寄付

○収集活動

　全国各地で、古切手・使用済みプリペイドカー

ドの収集活動に取り組んでいます。

＜平成20年度＞
・古切手の収集 ………………………………125kg
・使用済みプリペイドカードの収集…………約17万枚

あしながPウォーク10・収集活動

ます。平成20年12月

には「新しい保険法と

市民生活」と題する公

開シンポジウムが開催

されました。

「日本国勢図会」

第45回「黄色いワッペン」贈呈式
終了後の交通安全教室

ループなど4社で実施してい

ます。

　平成21年は約120万枚

が贈られ、これまで贈られ

たワッペンは累計で約

5,500万枚に達します。

「世界国勢図会」

機関誌「city & life機関誌「city & life機関誌「 」city & life」city & life

機関誌「The Community」

「きずこう消費者主役の新時代」

「日本国勢図会」 「世界国勢図会」



33 34

社
会
と
の
絆

社
会
と
の
絆

芸術・文化

　芸術・文化の発展を願い、良質な美術・音楽の提供およ

び若い芸術家の育成に取り組んでいます。

　平面美術の領域で将来性のある若手作家を育成し、美

術界の活性化の一翼を担うことを目的とした「VOCA

（ヴォーカ）展」（The Vision Of Contemporary Art-

現代美術の展望）を第1回（平成6年）より支援しています。

第16回を迎えたVOCA展2009では、全国各地から

35名の力作が出展され、優秀作品には賞が贈られました。

　当社では、VOCA賞・VOCA奨励賞受賞作品を所蔵す

るとともに「第一生命南ギャラリー」（日比谷本社）で定期

的に作品を公開しています。また、受賞作家の個展を開

催し、受賞後の活動を支援しています。

　「第一生命北ギャラリー」（日比谷本社）では、現代洋画

界を代表する故脇田和画伯の作品を常設展示しています。

南北いずれのギャラリーも入場無料で、一般の方々に気

軽に美術鑑賞をお楽しみいただいています。

 VOCA展・第一生命ギャラリー

　昭和27年以来、音楽・演劇・落語等を上演してきた 

旧第一生命ホールは、平成元年に本社社屋の改築に伴っ

て一時閉館となりましたが、平成13年に東京・晴海に 

スポーツ

　次世代を担うスポーツ選手の育成を支援しています。

 全国小学生テニス選手権大会
　平成21年で第27回を迎える本大会に第1回（昭和58

年）より特別協賛するとともに、当社所有のクレイコート

（東京・仙川）を大会会場として提供しています。クレイコ

ートはジュニアの試合では珍しく、世界に羽ばたく選手

を育てる上で極めて有効との評価をいただいています。

　本大会からは杉山愛さん、錦織圭さんなど国際的に活

躍する選手を多数輩出しています。

第一生命ホール

再興しました。同ホールの

自主公演はNPO法人トリ

トン・アーツ・ネットワーク

（TAN）が企画・実施してい

ます。TANは地域へ音楽

をお届けするコミュニティ

活動も実施しており、TANを支援することで音楽を通じ

た地域社会貢献活動を展開しています。

VOCA賞受賞作品『J』  三瀬 夏之介

第一生命南ギャラリー（日比谷本社）

　ベトナムでは所得の格差が拡大しており、貧困に苦し

む方が多くいます。第一生命ベトナムでは、平成21年3

月、「ホーチミン貧困患者援助協会」の白内障手術への支

援プログラムに、約500名の手術費用にあたる金額を寄

付しました。同社の地域社会への貢献が高く評価され、

ベトナム外国投資企業協会等が主催する「第1回ベトナ

ム・ゴールデンFDI（外国直接投資）賞」を受賞しました。

 第一生命ベトナムの社会貢献活動

国際的な社会貢献活動

 財団法人国際保険振興会（略称FALIA）
　アジアを中心とした諸外国の保険事業の発展を目的

に、国内および海外で保険事業関係者を招いてセミナー

を開催しています。国内のセミナーの参加者は平成21

年3月末で累計27カ国3,068名となっています。ス

ター・ユニオン・第一ライフ（P14）社長のサハイ氏はじ

め、多くのFALIA卒業生がそれぞれの国の生命保険

事業の発展に貢献しています。

保険金部によるアウトリーチ活動
（高齢者福祉施設）

　TANでは、病院・福祉施設、小学校・幼稚園等に演奏

家が出向いて日頃コンサートホールに足を運ぶことのでき

ない方へ良質な生演奏をお届けする「アウトリーチ」活動

を行っています。

　平成20年度より、職員

によるボランティア活動と

して、TANと連携の上、

地域の福祉施設等へ音楽を

お届けしています。

職員のボランティア活動と連携したアウトリーチ活動

　日比谷本社では定期的に入場無料のロビーコンサート

を実施しており、近隣のオフィスにお勤めの方々に気軽

に音楽を楽しめる場を提供しています。

日比谷本社 ロビーコンサート

 第一生命ホール
 NPO法人トリトン・アーツ・ネットワーク支援

2度目の「メセナ大賞」受賞

　社団法人企業メセナ協議会が主催する企業・財

団の優れた芸術文化支援活動を顕彰する「メセナ

アワード2009」において、音楽分野の取組みで

ある「TANへの物心両面での支援」が評価され、最

高賞である「メセナ大賞」を受賞しました。今回の

受賞は、平成13年、民間ホールとしては先駆的

なN PO法人による公演企画を開始し、多くの当

社職員を含む個人会員、法人会員、市民サポータ

ーならびに社内のボランティア等が同NPOを支え

ることにより、地域に根ざした音楽活動を着実に

これも第一生命

などの日常生活の中で日頃感

じている“喜怒哀楽”を、5・7・

5の川柳にして全国より多数

ご応募いただいています。入

賞作はマスコミのニュースに

も取り上げられ、世相を映す

ユーモラスな「鏡」として毎年

話題となっています。

サラリーマン川柳コンクール

夏休みこどもミニ作文コンクール

えました。今回も、朝日学生

新聞社とタイアップし、優秀

作品は朝日小学生新聞で発表

されています。このコンクー

ルは、夏休みのご家族でのコ

ミュニケーション促進のお役

にも立っています。

錦織圭選手も本大会出身です

　現在世界で活躍中の錦織圭選手は、全国小学生テ

ニス選手権大会の出身者です。小学4年生から3年

連続でこの大会に出場し、小学6年生の第19回大会

錦織 圭選手

広げてきたことが評価さ

れたものです。大賞受賞

は、平成12年度の美術振

興を目的とした「VO CA

展の開催」に続き2度目と

なり、音楽・美術の両分野

における活動が、それぞ

れ意義あるものとして高

く評価されました。

（平成13年）にて優勝を果

たしました。錦織選手はこ

の大会の記念品のタオルを

今でもとても大切にしてお

り、北京オリンピックやデ

ビスカップでも愛用してい

ました。
第22回第一位

しゅうち心　なくした妻は　ポーニョポニョ

　毎年多くの応募をいただいている「夏休みこども 

ミニ作文コンクール」は平成21年で27回目を迎 

　“サラ川（サラセン）”の愛称で親しまれている「サラ

リーマン川柳コンクール」を毎年実施しており、平成

21年で23回目を迎えました。毎回、職場やご家庭

オー マイ ガット

スペシャル
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品質保証新宣言

第二宣言

　当社は、創立以来「ご契約者第一主義」を掲げて事業を

営んできました。この経営理念の考え方は、創立以来一

世紀以上にわたって脈々と受け継がれてきた第一生命の

DNAともいえます。

自己資本の充実

　当社は、お客さまから信頼される会社であり続けるた

めには、強固な自己資本基盤をつくりあげていくことが

重要であると考えています。そこで、期間収益の確保に

努め、危険準備金や価格変動準備金等の内部留保を積み

上げるとともに、基金の追加募集や、生命保険会社の自

己資本として制度的に認められている劣後債務取入れに

よる補完的な資本の調達にも取り組んできました。

　今後は、株式会社化・上場の方針を踏まえ、リスク対

比で十分な自己資本を確保しつつ、資本効率も意識しな

がら、リスク資産の適切なコントロール、事業構造の見

直し、成長分野への資本投下、補完的資本調達手段の活

用等を行っていきます。　平成18年9月、創立105周年に発表した「品質保証新

宣言」は、この「ご契約者第一主義」を今一度見つめなお

し、何よりもお客さまを大切にする姿勢を改めて明文化

し宣言したものです。

安定性の高い資産運用

　平成20年度は、引き続き中長期の資産運用方針に基

づき、公社債や貸付といった確定利付資産中心の運用を

継続しました。また、長期・超長期の公社債を中心とした

責任準備金対応債券の積み増しを実施し、ALMの推進

および収益力の向上を図りました。平成20年度後半に入

り世界的な金融市場の混乱が深刻化しましたが、分散投

資による収益力向上を主眼に組み入れている国内株式や

外国証券等のリスク性資産については、市場動向に留意

しつつ、適切にリスクコントロールを行いました。

　当社は、引き続き公社債や貸付などの確定利付資産を

ポートフォリオの核としつつ、分散投資によるリスクコン

トロールと収益の安定性を重視した運用を継続します。

また、足元の市場動向に留意しつつ、リスクコントロー

ルの観点から慎重に残高をコントロールしていきます。

資産の状況（一般勘定）
　当社は、生命保険契約の持つ負債特性を考慮し、長期

にわたる年金や保険金・給付金を安定的にお支払いするこ

とを主眼として、ALM※（資産・負債総合管理）に基づく

確定利付資産を中心とした運用を行っています。

　また、経営の健全性を十分に確保した上で、許容でき

るリスクの範囲で株式や外国証券を保有することで、有

※  ALM：Asset Liability Management
　 負債（保険契約）の特性に見合った資産を維持して将来の保険金などの支
払いに備えるために、負債の金利変動リスクを定量的に把握し、そのリ
スク特性に適合した資産運用を実施することをいいます。

お
客
さ
ま
と
の
絆

  当社のあゆみ

品質保証新宣言

運用プロセス

CHECK

運用成果の確認と
運用リスクの管理

DO

運用の実行

PLAN

負債特性に応じた
資産運用方針の
企画・立案

ACTION

運用成果およびリスクに関する
情報・分析のフィードバック、改善

  資産運用の基本的な考え方とプロセス

利な資産運用にも努めています。加えて、きめ細かなリ

スク管理体制により、リスクのモニタリングと運用効率

向上の両立を図っています。

　当社の資産運用プロセスでは、運用成果とリスクに関

する情報のフィードバックを通じ適宜分析と検証が加え

られます。また、商品事業部門と連携し、常に負債情報

を反映し、ALM運用を徹底する仕組みとなっています。

  資産の状況

  今後の資産運用方針

お客さまとの絆

当社が創立以来受け継いできた「ご契約者第一主義」の経営理念を追求し、
お客さまから最も支持される会社を目指します。

「ご契約者第一主義」の追求

お客さまとの絆

お客さまに安心して保険にご加入いただくため、さまざまな経営環境の変化にも対応できる
強固な財務基盤をつくりあげています。

強い財務基盤づくり

（平成20年度末）

国内株式 9.9%

その他 5.8%

公社債
43.7%

外国証券
20.5%

貸付金
14.7%

現預金・
コールローン 1.2%不動産

4.3%

第一宣言

平成19年度末 2兆128億円

平成20年度末 1兆6,524億円

自己資本

大正12年
関東大震災時には金融機
関に支払猶予令が出され
ましたが、ご契約者に迅
速な保険金支払いを行い、
信用を得ました。

明治35年
「ご契約者第一主義」を経
営理念に、日本で最初の
相互会社を創立しました。

平成4年
お客さまの声を集約し、
経営に反映させるために
「エコーシステム」を構築
しました。

昭和59年
お客さまの声を反映するた
めに、消費者モニターの皆
さまとの勉強会を開始しま
した。

平成18年
「品質保証新宣言」を発表
し、商品・サービスの品質
管理を徹底することをお
客さまに約束しました。

明治 大正 昭和 平成

昭和13年
お客さまの大切な契約書
類などを絶対安全に保管
することなどを目的に、本
社屋を完成させました。

平成13年
お客さま本位の経営が評
価され「日本経営品質賞」
を受賞しました。

平成9年
お客さま一人ひとりの生
活設計をともに考え、一
生涯の安心をお届けする
「生涯設計」コンセプトを
打ち出しました。

明治37・38年
創立当時に勃発した日露
戦争では、戦死者に対す
る保険金を一切の条件を
つけることなく全額支払
いました。

平成21年
「お客さま第一」を徹底追求
すべく、会社形態を相互会
社から株式会社に変更する
ことを決議しました。

これからの時代、一人ひとりの人生は
もっともっと多様化していきます。
それぞれの生涯に、いつでも、どこでも、いつまでも、
本当に必要とされる品質の高い商品やサービスを、
分かりやすく提案するために、第一生命は、
いちばん、人を考える会社になります。

最大のお客さま満足の創造

288,837
（億円）
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第一生命が目指す生涯設計

　「生涯設計」とは、お客さまの人生のあらゆるシーンに

備えるために、私たち第一生命がお客さま一人ひとりの

一生涯にわたる生活設計をともに考え、一生涯にわたっ

て「良質な提案」、「良質な商品」、「良質なサービス」を提

供していくことです。

 生涯設計とは

　当社は、創立以来の経営理念である「ご契約者第一主

義」をさらに徹底し、お客さまの「一生涯のパートナー」で

あり続けるため、平成9年に「生涯設計」というコンセプ

トを打ち出しました。これまで、「生涯設計」の理念に基

づき、既成概念にとらわれることなく、時代、社会、そ

してお客さまのニーズに的確にお応えするために、独自の

商品やサービスの開発、提案の充実に努めてきました。

　今後も、徹底したお客さま志向を貫き、お客さま一人

ひとりにとって理想の「生涯設計」を追求していきます。

 一生涯のパートナーとして

「生涯設計」を支える商品開発

　「ご契約時」、「ご契約期間中」、「お支払い時」のどの段

階においても、お客さまに安心感・納得感をもっていただ

けるよう、3つの視点を意識しながら、商品開発を行っ

ています。

 商品開発の3つの視点

　商品開発に際しては、3つの視点を意識するとともに、

PDCAサイクルの観点を重視しています。チェックリス

トによる「ご契約時」、「ご契約期間中」、「お支払い時」の

品質確認に加え、商品ご提案時にお客さまにご満足いた

だける水準の説明ができるよう職員教育の強化を図って

います。さらに、役員・部長級の経営層による委員会審議

を経ることにより、商品の品質確保・品質向上を目指して

います。また、既存商品についての継続的な検証・見直し

も行っています。

定年子供
就職

自宅
購入

子供
入学

子供
誕生結婚就職

良質なサービス良質な商品良質な提案

第一生命の生涯設計

死亡保障

医療保障

所得保障

介護保障

老後保障（老後の貯蓄）

貯蓄（教育資金等）

収入曲線
（イメージ）

支出曲線
（イメージ）

お子さまの
成長につれて

支出も増加します。

老後の生活も
不安です。

ご家族のための
保障を一番に準備

3大疾病への備え・
老後への備え

ご家族のための
保障からご自身の保障へ

　少子高齢化の進展、社会保障のスリム化、消費者意識の変化などを背景に、「万一の保障」に加え、老後や医療・介護への

備えなど、お客さまの視点に立った商品ラインアップを充実させ、お客さまの生涯設計を支えています。

 商品開発の流れ

商品の品質管理・チェック態勢

チェックリストによる品質確認
● 「ご契約時」・「ご契約期間中」・「お支払い時」の業務フ
ロー、「職員教育・募集時のお客さまへの説明品質」に
ついての確認

委員会による審議・チェック
● 役員・部長級の経営層による、引受け・収納保全等契
約管理、保険金支払の業務フロー、事務・システム等
構築可否の審議・チェックおよび職員教育・募集時の
お客さまへの説明品質の審議・チェック

商品開発の流れ

新商品の発売
Do

既存商品の
継続的な検証

Check

商品の改廃等
Action

●部門横断的な検討会による
　継続的な検証
●委員会による審議・チェック

新商品の
企画・立案

Plan

部門横断的な検討会による継続的な検証
●  関連組織でのフォローアップ、データ収集および分析
● 課題の把握と改廃検討対象商品の洗い出し

委員会による審議・チェック
●  役員・部長級の経営層による商品改廃等の方向性の審
議・チェック

死亡保障

医療保障

介護保障

貯蓄性商品

事業保障

損害保険

がん保険

生
命
保
険

ジュニア ヤング 世帯形成層 ミドル・シニア

お客さまとの絆

良質な商品、お客さまに分かりやすい商品を開発するとともに、お客さま視点の業務フローを構築し、
ご契約の内容を公平・確実に履行するための体制を強化・充実します。

高品質な商品・サービスの提供

品質保証新宣言

第三宣言

商品開発時に意識している3つの視点

確実・迅速な手続き・お支払い
「ご契約期間中」、「お支払い時」に確実に必要な手続
きができる商品、保険金・給付金等を迅速にお支払
いできる商品

分かりやすさ・簡素化
商品内容が明確であり、「ご契約時」、「ご契約期間
中」、「お支払い時」にお客さまの誤解が生じにくい内
容の商品、手続きがお客さまに分かりやすい商品

お客さまニーズ
 「お客さまの声」、「職員の声」を反映した商品

お客さまニーズ

分かりやすさ・
簡素化

確実・
迅速な手続き・
お支払い

当社が目指す商品

新
商
品
開
発

既
存
商
品

新商品企画
への反映

新商品開発に
あたってのチェック

●チェックリストによる
　品質確認
●委員会による審議・チェック

〈引受保険会社〉

〈引受保険会社〉

携帯パソコン「eNavit（イー・ナビット）」

　携帯パソコン「eNavit（イー・ナビット）」では、保険の仕
組みや必要性をお客さまにビジュアルでご理解いただけるプ
レゼンテーション機能のほか、データ通信によりお客さまか
らの各種ご照会に迅速に対応できます。
　使用者一人ひとりが所持するパソコン
キーにより、本人認証の強化を図るとと
もに、お客さま情報は本社のコンピュー
ターに集約しパソコン内に保持しないな
ど、セキュリティの強化を図っています。

（平成21年10月現在）

  「生涯設計」を支える商品ラインアップ

（登）C21H1131（H21.11 .19）③

1
2

3

1

2 3
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事務サービスの向上

　ご契約のお申込みの際、「生命保険契約申込書」等の各

種手続書類に押印をいただく必要がありました。平成21

年7月より、これら手続書類についてお客さまが記入しや

すい書面レイアウトに変更するとともに、原則押印をい

ただかなくてもお手続きができるようにしました。これに

より、お申込み時の手続書類の簡素化・事務サービスの向

上を図っています。

  「生命保険契約申込書」等の改訂
　病気やケガで入院した場合に、一時金をお支払いする

新商品「入院一時給付特約D」を平成21年10月に発売し

ました。

平成20年10月以降の主力商品ラインアップ

平成20年3月
時点

平成21年10月
時点

平成20年3月から
平成21年10月まで

の減少数

主契約 23商品 14商品   ▲9商品

特
約

新契約 35特約 25特約 ▲10特約

中途付加 66特約 36特約 ▲30特約

（注）正式名称ベースでの数

  入院時の諸費用に備える特約の発売
　分かりやすい商品ラインアップを目指し、平成20年

10月に主力商品を見直しました。性別・年代別の13種

類の主力商品を、「堂堂人生」、「順風人生」、「主役人生」

の3種類に統合しました。また、部門横断的な検討会で、

改訂・販売停止すべき商品を検討し、商品数・特約数の削

減による商品ラインアップの簡素化を実現しました。

 商品ラインアップの見直し

　当社は各金融機関のキャッシュカード（デビットカー

ド）およびクレジットカードによる第1回保険料のお支払

 キャッシュレスの取組み

いの取扱い、および各金融機関の

キャッシュカードによる第2回以

降保険料の口座振替受付の取扱い

を行っています。これらにより、

契約手続きの簡便化・収納方法の

拡大による大幅なお客さまの利便

性向上、およびキャッシュレス化に

より事務効率化を実現しています。

法人のお客さま向けサービス

　当社は、雇用環境などの変化に直面する法人のお客さ

まの課題解決をサポートするため、「福利厚生制度」、「退

職金・年金制度」、「経営者保険」、「損害保険」等をご提案

しています。これらの制度の導入や見直しに際しては、

お客さまの状況を把握し、ノウハウを駆使したきめ細か

なコンサルティングサービスのご提供に努めています。ま

た、円滑な制度の維持・運営のために事務サービス態勢の

強化に努め、お客さまの利便性向上に取り組んでいます。

モバイル決済端末
「もばたん」

 年金・退職金制度のコンサルティングサービス
適格退職年金契約の移行に向けた取組み

　平成24年3月末に廃止の適格退職年金（以下「適年」）に

ついては、年金推進部の適年移行担当者と法人の営業担

当者がニーズを踏まえたコンサルティングを行い、取組み

を強化しています。この結果、平成13年度末で10,194

件の当社単独・幹事のご契約のうち、平成21年度上半期

末までに約76％のお客さまの移行が完了しています。

従業員向け投資教育セミナー

　確定拠出年金制度を導入されたお客さまに対し、運営

管理機関として従業員向けの投資教育セミナーを実施し

 団体保険の事務サービス
迅速かつ正確なお手続きのご案内

　ご契約者（団体）から手続書類を全国2拠点のお客さま

窓口に直接ご郵送いただける態勢を構築し、各種手続に

関する専門の事務担当者が応対することで、迅速かつ正

確なお手続きと保険金・給付金のお支払いに努めていま

す。また、各種手続きや保険金・給付金請求に関する照

会先のフリーダイヤルをご案内し、ご不明な点がある場

合は、分かりやすく丁寧にご説明する態勢を整えています。

　今後は、ご契約者（団体）に専門の事務担当者が直接応

対させていただくお手続きの範囲を拡大し、さらなるスピ

ードアップ、サービス向上に取り組んでいきます。

「これで学ぼう！ 確定拠出年金」

ています。制度導入時のセ

ミナー・個別相談から継続

教育まで、当社講師陣が一

貫したサポートを行い、一

人ひとりのニーズに応じた

老後資金準備のご相談に対

応しています。

適格退職年金契約　受託契約数（当社単独・幹事）

平成14年
3月末 10,194件

平成20年
3月末

＜終身保険＞
「パスポートU」
「リードU」
「テンダーU」
「わんつー・らぶU」
「ニュー・アンカーU」
「ニュー・アンカー・らぶU」
「セクレU」
「アンカーU」

取扱商品数

「入院一時給付特約D」開発の視点

金融機関
代理店向け
商品への対応

主契約8商品、1特約

変額年金保険等金融機関代理店向け商品につい
て、第一フロンティア生命における同種商品の販
売取組を勘案して販売停止。

商品
ラインアップ
簡素化への
取組み

主契約1商品、8特約（新契約）、
24特約（中途付加）

「商品数が多くて複雑。分かりにくい」というお
客さまの声を反映させ、商品ラインアップの簡
素化の観点から販売停止。

これまでに販売停止した主な商品

従
来
の
主
力
商
品
の
ラ
イ
ン
ア
ッ
プ

13商品
＜更新型終身移行保険＞
「堂堂人生」
新「堂堂人生」

＜終身医療保険＞
「THE・真打ち！W」
「主役宣言W」
「私の華道W」

（平成20年4月～平成21年10月）

　開発にあたり、「お客さまのニーズを踏まえ、お
客さまの視点に立って考える」のが、最も重視した
点です。そのため、お客さまの声を広く収集した
上で、商品内容が分かりやすく、また、迅速かつ
確実なお支払いが実現できる商品内容の検討を行
いました。

お客さまの
ニーズを踏まえ、
商品内容を検討しました
商品事業部 個人保障事業グループ　
中川 達郎

the Voice

上記は商品の概要を説明したものであり、ご契約にかかるすべての
事項を記載したものではありません。ご検討にあたっては専用のパ
ンフレットおよび「保障設計書（契約概要）」など会社所定の資料を必
ずお読みください。また、ご契約の際には「重要事項説明書（注意喚
起情報）」「ご契約のしおり－定款・約款」を必ずお読みください。

お客さま
ニーズ

入院時に入院給付金（日数に比例した
金額）とは別に一時金（定額）が受け取
れる商品

 「入院時の経済的負担を軽減したい」
・入院準備時の諸費用
・家族の交通費
・入院前後の通院費用

入院給付金と支払事由をそろえる
分かりやすさ
・簡素化 お客さまに分かりやすく、また説明

時も誤解が生じにくい商品

確実・
迅速な手続き・
お支払い

入院給付金と支払事由をそろえる

入院給付金と同時に給付金の請求が
でき、確実な手続き・支払いができる
商品

3商品

（登）C21H1131（H21.11 .19）③ （登）C21H1131（H21.11 .19）③

平成21年
9月末

10,000（件）5,0000

3,974件

2,445件
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　ご来社窓口では、丁

寧なお客さま対応を意

識し、お手続きだけで

はなく、お客さまの状

況に合わせた情報提供

やサービスを心掛けて

います。

　お客さまから「佐々木さんにとって、この仕事は
天職よね」と折に触れ言われることがあり、自分で
もそうかなと思うようになりました。仕事上お役
に立てるのは、お客さまが入院されたりする時な
どですから、決して喜ばしい状況ではないのですが、
私は保険以外のことでもかまわないのでどうすれば
お客さまに喜んでいただけるのかをいつも考えて行
動しています。自分なりに失敗もしながら工夫を
し、訪問を重ねることで、気付いたら信頼を寄せ
ていただけるようになりました。「ありがとう」と感
謝されるときが喜びであり、お客さまとともに歩ん
でいけることがこの仕事の醍醐味だと思っていま
す。お客さまにとって頼もしい存在であるととも
に、普段は自然で心地よい空気の様な存在であり
たいと願っています。

お客さまの
「ありがとう」が
私の喜びです
さいたま総合支社 東大宮支部　
佐々木 光子

お
客
さ
ま
と
の
絆

お
客
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お客さまとの絆

ご契約後も定期的に情報を提供するとともに、お客さまが「知りたいとき」「必要なとき」には
迅速かつ適切に対応できるよう、窓口やご説明資料の充実を図っています。

分かりやすいご説明の徹底

お客さまとのさまざまな接点

　当社では、「一生涯のパートナー」として、お客さま一

人ひとりの生涯設計をご提案する営業職員を「生涯設計デ

ザイナー」と呼んでいます。4万名を超える生涯設計デザ

イナーがフェイス・トゥ・フェイスのコンサルティング活動

とご契約者へのサービスを行っています。

　携帯パソコン「eNavit（イー・ナビット）」を生涯設計デ

ザイナーに配備し、生涯設計提案の品質向上を図ってい

ます。この「eNavit」には、お客さまに保険の仕組みや必

要性をご理解いただきながら、保険商品のご説明や提案

を行うことができるプレゼンテーション機能を搭載し、ビ

ジュアルで分かりやすいご説明を実現しています。

 生涯設計デザイナー

 ご来社窓口

　「ご契約時」、「ご契約期間中」、「お支払い時」のどの

段階でも、お客さまのニーズに適切にお応えできるよう

体制を整えています。

お客さまとのさまざまな接点

福岡お客さま窓口
国友 和枝
岡野 慎子
（写真左より）

　当窓口は、平成21年4月に5番目の本社窓口と
して、福岡市の中心街天神に開設されました。わ
ざわざ窓口までお越しいただいたお客さまのため
に、単なる事務手続きだけではなく、ご契約内容
を丁寧に分かりやすく説明するなど付加価値を付
けた対応を心掛けています。
　また、お客さまの利便性向上に向けて営業時間
の延長・拡大も進めており、気軽に来社でき、さま
ざまなご相談・ご要望にお応えできる窓口を目指し
ています。「窓口に来て良かった」と喜んでいただ
けるよう今後もサービス向上に努めていきます。

　第一生命コールセンターでは、全国のお客さまから、

ご契約内容や、死亡保険金、入院・手術給付金をはじめ

とした諸手続きについてのお問い合わせをいただいてお

り、平成20年度は1年間で約116万件ものお電話を頂

戴しました。

　お客さまに正しいご案内をするのはもちろんのこと、よ

り高品質な応対を目指しています。

 コールセンター

　多様化するお客さまニーズに対応するため、平成12年

度より代理店チャネルへの本格的な取組みを開始し、以

後、取組みを強化してきました。

　具体的には、平成13年度より損害保険ジャパンのプロ

代理店において販売を開始し、生命保険・損害保険トータ

ルのサービスを提供しています。また、金融機関代理店

については、金融機関向けに商品供給を専門に行う子会

社として第一フロンティア生命を設立、平成19年10月

より営業を開始しています。

 代理店

　コミュニケーションデスクでは、お客さまサービスを充

実させるため、電話による商品・サービス・キャンペーン

などの最新情報の提供を行っており、平成20年度は1年

間で約252万件発信しました。

　平日ご不在のお客さまには、土曜日に電話による情報

提供を行っており、今後も一層のサービスの充実に努め

ます。

品質保証新宣言

お客さま

42,708名
（平成21年3月末）

生涯設計デザイナー
支社窓口・支部窓口
約800カ所（平成21年10月）

ご来社窓口

本社窓口
8カ所（平成21年10月）
　札幌・日比谷・名古屋・大阪・福岡
　生涯設計パーク3カ所

3,225店
（平成21年3月末）

代理店

ホームページ

アクセス204,072件
（平成20年4月～平成21年3月）

応対品質の向上に向けて

生涯設計レポート

発信数 約830万通
（平成20年度版）

第四宣言

the Voice

the Voice

受発信 約368万件
（平成20年4月～平成21年3月）

コールセンター

お客さまに喜んで
いただける対応を
心掛けています

第一生命コールセンター

コミュニケーションデスク

ご来社窓口

　「品質保証新宣言」の履行、コンプライアンスの徹

底に向けて、品質管理運営に取り組んでいます。専

門の研修を修了した「品質管理者」を設置し、お客さ

まへの正確なご案内と満足度の視点で応対内容の確

認を行い、応対者一人ひとりへのきめ細かな指導で、

応対品質の均質化等、業務運営の向上に取り組んで

います。こうした取組みの結果、「お待たせしない（つ

ながりやすい）体制」づくりが着実に進んでいます。

「ご契約内容の確認、各種お手続き」
ページへのログイン件数です。

　平成19年3月に平日の夜間や週末もご相談が受けられ

る新しい来社型窓口「生涯設計パーク」を東京・千葉・埼玉

に展開しました。お客さまから「自分の都合で行けるので

便利」「相談できて良かった」との声を多数いただきました。

　その声を踏まえ、これまでの営業時間を拡大し、札幌・

名古屋・大阪・福岡の各お客さま窓口では、平日9：00～

17：00であった営業時間を、平日9：00～19：00（17

時以降は相談のみ）、土曜日10：00～17：00（相談のみ）

に延長しました。

　今後もお客さまのご要望を踏まえ、サービス向上に努

めていきます。

ご来社窓口
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　ご契約に関する重要な書類を収納できる「生涯設計サポ

ートファイル」を、これまで保険証券のお届けにあわせて

ご提供していましたが、「ご契約のしおり－定款・約款」、

「生涯設計サポートCD」をあらかじめ収納し、お申込み

の段階でご提供するようにしました。

　また、保管いただく重要な書類について、イラストで

お示しするなど、分かりやすさの向上を図っています。

  「生涯設計サポートファイル」の改訂お客さま向け
資料・ホームページ等の充実

　「契約時に支払事由を分かりやすく確認できると良い」

などのお客さまの声にお応えし、「ご契約のしおり」に、

約款から抜粋した高度障害状態などにおける詳細な支払

事由や、支払事例集を追加しました。これにより、お申

込みの段階におけるお支払いに関する情報提供を充実さ

せました。

 ご契約時にお渡しする
  「ご契約のしおり－定款・約款」の充実

　ご加入いただいている保険の内容や当社の業績・決算状

況などを、年に1回「生涯設計レポート」としてご契約者

にお知らせしています。

　「生涯設計レポート」には、保険金等を漏れなくご請求

いただくため、ご加入の保険の主契約・特約ごとのお支払

事由一覧を掲載するとともに、必要なお手続きに関する

チェックシートを設けています。また、色の使い方やデザ

インにも配慮し、色覚の個人差を問わず、多くの方に分

かりやすい通知となるよう、カラーユニバーサルデザイン

　毎年お送りする「生涯設計レポート」

2009年度生涯設計レポート

　当社の主力商品「堂堂人生（5年ごと配当付更新型終身

移行保険）」が平成21年10月から順次発売後10年を経

過することになり、ご契約の更新を迎えます。そこで、「堂

堂人生」の更新を迎えるすべてのご契約者を対象に、1年

前に「堂堂人生更新のお知らせ」通知を、4カ月前に「堂

堂人生更新のご案内」通知を発信しています。また、生

涯設計デザイナーが訪問の上、ご契約内容の説明や更新

にあたって、お客さまのご意向を確認し、きめ細かなコ

ンサルティング活動を行っています。

  「堂堂人生」更新のお知らせ

お客さま向け説明補助資料
「堂堂人生 ご契約更新時期を迎えるに
あたって」

通知「堂堂人生更新のお知らせ」

初めて実現しました。必要な特

約条項だけを記載することで分

かりやすさが向上し、冊子も格

段に薄くなりました。

　また、保険契約の更新時等に

より変更となる約款の改訂内容

についても、契約内容に合わせ

て分かりやすく掲載しています。

お客さま専用の保険約款

　従来、更新時等には「ご加入されていない特約条項まで

掲載した約款冊子」をお客さまへ提供しており、「分かりに

くい」「ページ数が多い」等の声がありました。そこで、平

成20年5月に更新時等の「ご契約期間中」に提供する保険

約款について、ご契約内容に合わせてオーダーメイド化

した「お客さま専用の保険約款」の提供を生命保険業界で

（CUD）認証を取得しています。

　さらに、平成18年度より「お客さま

満足度アンケート」を同封し、お客さ

まの声を広く伺うことで、より一層の

サービス向上に生かしています。

　なお、「生涯設計レポート」は

ISO9001の認証を得たプロセスで作

成しています。

保険金などのお支払いに関する情報提供の充実

約款などのCD-ROM化による利便性向上

　「ご契約のしおり－定款・約款」をCD-ROMに収録し、

「生涯設計サポートCD」としてご提供しました。これによ

り、電子媒体ならではのさまざまな機能をご利用いただ

けるようになりました。「ご契約のしおり」部分については、

すべてのお客さまにCDとともに冊子をお渡ししています。

なお、ご高齢のお客さまやご希望されるお客さまには、「約

款」部分も冊子で提供しています。

生涯設計サポートファイル ご契約のしおり－定款・約款

「約款」の閲覧

生涯設計サポートファイル（中面）

ポケットに
保管

 ご契約者専用Web（インターネット）サイト
  「生涯設計マイページ」の開設
　平成21年10月より、個

人保険契約にご加入のお客

さま向けに専用Webサイト

「生涯設計マイページ」を開

設しました。

　インターネット上で、ご

契約内容の確認やお手続

※財形保険のみのご契約者はご利用いただけません。

生涯設計マイページ　https://mypage.dai-ichi-life.co.jp/

●ご契約内容の確認・各種お手続き
●商品情報・資料請求、コンサルティング
●第一生命のポイントサービスWithパートナー

【ご利用いただける内容】

　個人保険契約にご加入のお客さまにご
利用いただけるサービスです。

第一生命のポイントサービス
Ｗｉｔｈパートナー

　「ウィズポイント」を使って、さまざまなサービス
をご利用いただけます。
　24時間無料の健康に関する電話相談や、人間ド
ックの割引の他、生活に役立つサービスをご提供し
ています。

第一生命のサービスガイド

Withパートナー　
https://with-partner.dai-
ichi-life.co.jp/

※ 財形保険のみのご契約者はご利用いただけません。

● 健康維持や予防にお役立てい
ただけるサービスを多数ご用意

【健康・医療・介護サービスを充実】

【豊富なサービスメニュー】
● 優待・懸賞など、ご家族でご利
用いただけるサービスを多数ご
用意

とディスクロージャー（情報開示）の充実

に積極的に取り組んでいます。また、お

客さまの利便性を向上させるため、携帯

電話版ホームページを平成21年10月に

全面リニューアルしました。

 ホームページ

き、さまざまな情報やサービスを便利にご利用いただける

ご契約者専用のWebサイトです。「生涯設計サポート

CD」または、オフィシャルホームページからご利用いただ

けます。

　当社は、パソコン版ホームページを通して、商品・サー

ビスに関する情報提供、各種手続き、保険・年金等に関

するコンサルティング、経営全般にわたる諸活動および

主要業績に関する情報開示など、お客さまの利便性向上

携帯電話版ホーム
ページ

　「ご契約のしおり－定款・約款」をより分かりやすくする

ため、表現の見直しや図表の活用などの平明化を進めて

おり、お客さまのご意見やご要望も踏まえ、平成21年

10月に大幅な改訂を行いました。

重要
書類

「生涯設計マイページ」トップ画面

 更新時等における
  「お客さま専用の保険約款」の提供

（登）C21H1131（H21.11.19）③

（登）C21H1131（H21.11.19）③

「約款」の閲覧
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　ご請求のお申し出をいただいた後は、お支払いできる

可能性のある保険金・給付金について、漏れなくご案内で

きるよう態勢の整備を図っています。

　さらに、「給付金請求手続きに関するお客さまアンケー

ト」の結果や外部有識者からのご意見等を踏まえ、継続的

な業務の見直しを実施しています。

主な取組みの具体例

　平成21年10月、ご契約後に郵

送していた冊子「保険金などのお

支払いについて」を、ご契約時に

お渡しする「ご契約のしおり」と一

体化し、お支払いできる場合、で

きない場合の具体的な事例をご契

約時に確認いただけるようにしま

した。

 確実にご請求をいただくための情報提供　

　平成21年8月、保険金・給付金をより確実にご案内す

るために、お客さまからの請求申出受付プロセスを抜本

的に改定し、営業職員がお客さまからお伺いした内容を

携帯パソコン「eNavit」へ入力する方式に変更しました。

　これにより、ご契約内容に応じた項目をスムーズかつ

的確にお伺いできるようにするとともに、ご請求に必要な

項目をすべて確認できたことをシステム的にチェックの

上、請求書をお渡ししています。

 お客さまへの確実な請求案内

　平成21年5月、お支払いから一定期間経過後に行って

いた支払内容の検証について、原則、保険金・給付金を

お支払いした翌営業日には点検を完了させる体制としま

した。これにより、お支払いが不足していることが判明

した場合には、従来よりも速やかにお客さまにお支払い

できるようになりました。

 お支払い後の各種対応の強化

お
客
さ
ま
と
の
絆

お
客
さ
ま
と
の
絆

請求申出受付プロセスのレベルアップ

　平成21年8月、保険金・給付金を漏れなくご請求いた

だくために、従来から提供していたチェックシートをレベ

ルアップして、ご請求の申出受付時に当社がお伺いした内

容についてもお客さまにご確認いただけるよう「保険金・給

付金等お申出内容確認書」をお渡しするよう改定しました。

「保険金・給付金等お申出内容確認書」の提供

支払後点検の強化

　平成20年1月、保険金・給付金をお支払いしたお客さ

まからのお支払内容等に関するお問い合わせに専門の担

当者がお答えする保険金・給付金専用コールセン夕―を設

置しました。

　また、営業職員が保険金・給付金の各種照会をお客さ

まからいただいた際に、より正確にご回答するために、

営業職員からの照会に対応する保険金ヘルプデスクを同

保険金・給付金専用コールセンター・ヘルプデスクの設置

「ご契約のしおり」と
冊子「保険金などのお支払いについて」の一体化

ご加入契約内容の十分なお知らせ

○「ご契約のしおり─定款・約款」の
　ホームページでの公開

○「ご契約のしおり」と冊子「保険金
　などのお支払いについて」の一体化

○約款のCD-ROMでの提供

○保険証券に「保険金などをもれなく
　ご請求いただくために」を同封

○約款の平明化

お客さまへの定期的な
情報提供・注意喚起

○「生涯設計レポート」にご加入の
　特約ごとの支払事由を掲載

○「生涯設計レポート」の内容の
　ホームページでの閲覧サービス

○各種通知への請求勧奨文言の表示

お客さまに請求していただきやすい
環境の整備

○お支払いができなかった場合の
　診断書取得費用相当額
　（一律5,000円）の当社負担

○商品ラインアップの見直し・簡素化

○請求書作成時の自動名寄せ

○請求書作成時の病名確認の必須化

○当社で受け付けたご請求時の
　お申出内容を記載した「保険金・
　給付金等お申出内容確認書」の提供

お客さまへの確実な請求案内

お申出内容の正確な把握

○請求申出受付プロセスのレベルアップ

○高度障害保険金等のお支払事由を
　分かりやすく解説したチラシの新設

○営業職員の携帯パソコンに
　保険金・給付金のご請求に関する
　ナビゲーションシステムを搭載

○営業職員等からの照会に対応する
　保険金ヘルプデスクの設置

お客さまへの請求勧奨強化

○「保険金・給付金等お申出内容
　確認書」にお客さまご自身が、
　ご請求可能な保険金・給付金を確認
　できるチェックシートの機能を付加

○「通院給付金請求勧奨チラシ」による
　ご案内

確実なご案内のための社内教育・指導

○保険金部内に「教育・支援グループ」
　を設置

○支払業務等の事務に精通した
　人材育成制度として「事務・アンダー
　ライティングアカデミー」を創設

○診断書情報のテキストデータ化
　による支払査定への活用

○診断書情報の入力を複数の担当者が
　行い、その結果をシステム的に
　突合せすることにより、
　入力ミスがないかをチェックする
　「エントリ・ベリファイ」方式の導入

○支払査定を支援する
　システムサポート機能の強化

○団体保険の支払システムの
　レベルアップ

○お支払い直後の支払内容点検による
　支払漏れの防止

支払後点検の強化

○保険金・給付金専用コールセンター
　の設置

お客さまへの支払内容説明の充実

確実かつ丁寧な請求勧奨

○「支払情報統合システム」を活用した
　お支払い後の請求勧奨

○入院給付金お支払い後の
　通院給付金請求勧奨通知の発信

○「お支払明細」にご請求漏れがないか
　確認いただく注意喚起メッセージ等
　の表示

正確な支払査定

　保険金・給付金専用コールセンターでは、保険金・
給付金をお受け取りいただいたお客さまからのご
照会をお受けしています。その多くが入院や手術
を受けられて日が浅いお客さまや、かけがえのな
い方を亡くされたお客さまからのご照会ということ
で、正確・丁寧はもちろんのこと、心を込めた応対
を意識しています。
　お支払内容について、詳しい内容をご説明した
結果、「よく分かったよ、ありがとう」と言われた
ときなど、お役に立っていることを実感します。
　保険金ヘルプデスクでは、お客さまにご請求手
続きのご案内をする営業職員へのサポートとして
各種お問い合わせに対応しています。
　ご請求の段階で、担当営業職員が必要書類や特
約のご説明など、お客さまにしっかりしたご案内
を差し上げることで、お客さまに「第一生命に入っ
ていて良かった」と思っていただけるよう、日々の
取組みを続けていきたいと思います。

正確で心を込めた応対に努めています

時に設置しています。

　社内外から1日あたり約750

件の照会を受け付けており、今

後もお支払内容に対する説明を

さらに充実させていきます。 保険金・給付金専用
コールセンター

冊子「保険金などのお支払
いについて」

お客さまとの絆

保険金や給付金のお支払漏れを防ぎ、正確かつ公平にお支払いするとともに、
お支払いできない場合のご説明体制を整えています。

保険金等の正確かつ公平なお支払い

保険金部
西村 佳子
木嶋 直美
土屋 遼子
（写真左より）

品質保証新宣言

第五宣言

支払査定時・
お支払い後

ご請求申出受付～
請求書類ご案内

ご契約加入時・
ご契約期間中

the Voice

保険金等の支払漏れ等に係る主な再発防止策・強化策

冊子「保険金などのお支払
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お支払いできない場合の
ご説明体制の整備

　お支払事由に該当しない等、何らかの理由により、お

客さまに保険金・給付金をお支払いできない場合には、よ

り分かりやすく丁寧にご説明を行うことができるよう対応

体制を整えています。

　第一生命からの説明にご納得いただけない場合は、ご

希望により「社外弁護士」（当社と顧問契約を締結していな

い弁護士）に無料でご相談いただけます。

　社外弁護士へのご相談とは別に、客観的かつ中立的な

視点で支払査定結果を審査する「支払審査会」にお申し込

みいただけます。同審査会は、客観性を確保するため、

社外の専門家（弁護士・医師・消費者問題の専門家）のみで

構成されています。

お
客
さ
ま
と
の
絆 

※ ご説明内容を一層ご理解いただけるように、専門知識を有する支払担当
部署の担当者がお客さまに直接ご説明する体制の整備を進めています。
（平成21年2月から順次拡大、平成22年度上半期までに全国展開予定）

　保険金・給付金をお支払いできない場合は、支社等の担

当者がその理由をご説明します※。

　ご不明な点等があるときには、支払担当部署の担当者

に直接ご照会いただける「支払照会窓口」を設置してい

ます。

　支払照会窓口（支払担当部署）からの説明ではご納得い

ただけない場合にお申し出いただける「異議申出窓口」を

設置しています。「異議申出窓口」では、支払担当部署以

外の専門の担当者がご相談を承ります。

各制度のご利用実績

支払照会窓口
①

異議申出窓口
②

社外弁護士相談
③

支払審査会
④

210件 157件 12件 7件

 支払照会窓口（①）

（平成20年度）

 異議申出窓口（②）

 社外弁護士へのご相談（③）

 支払審査会（④）

 保険金等支払審議委員会
　支払管理態勢の改善・強化を図るため、「保険金等支払

審議委員会」を設置しています。

　同委員会は、社外の有識者3名（大学教授・弁護士・消費

者問題の専門家）および当社関連部門の委員から構成さ

れ、支払・不払の状況、お申し出（苦情）の発生状況、不払

事案等の検証結果等について確認・審議を行っています。

支払管理態勢の
客観性・透明性の確保

お支払いできない場合のご説明および異議のお申し出の流れ

主な確認・審議事項

● 支払・不払の状況

●  お申し出（苦情）の発生状況

● 不払事案等の検証結果

●  お支払いできない場合の対応状況（図①～④）

① 支払照会窓口（本社）

② 異議申出窓口

支社等の担当者

③
社外弁護士への

ご相談

④
支払審査会

第一生命

第三者機関

ご希望により

ご希望により

お客さま

ご照会・お申し出

ご納得いただけない場合

ご希望により

ご納得いただけない場合

　当社は、日々全国からいただく「お客さまの声」と、直

接お客さまとの接点に携わる「職員の声」を経営に反映さ

せていくために、「エコーシステム」を平成4年に構築し、

順次レベルアップを図りながら運営しています。

　これは、お客さまとのさまざまな接点を通じて寄せられ

る「ご意見」「ご要望」などの「お客さまの声」を集約・分析

し、経営や業務プロセスの改善に反映させる仕組みです。

まずデータベース化された「お客さまの声」を毎月開催さ

れる「VOC会議※」で分析し、当社の問題点や課題を整理

した後、お客さま満足の向上のために社内部門横断的に

組織された「品質保証推進専門委員会」で検討しています。

さらに、「CSR推進委員会」および「経営会議」に報告さ

れます。一方で、改善策等の検討に際し、「品質諮問委

員会」や「消費者モニター制度」を通じ、消費者の立場か

らご意見・アドバイスをいただきながら、より消費者の利

便性にかなう改善を目指しています。

　当社では、この仕組みを通じて、さらなるお客さま満

足の向上のために、商品開発やサービスの改善を進めて

おり、実際に具体化して実施したものについては、「第一

生命の現状」（ディスクロージャー誌）やホームページ等を

通じてお客さまへフィードバックしています。

エコーシステムの運営

お
客
さ
ま
と
の
絆

※  VOC会議：Voice of Customer（＝お客さまの声）会議の略。本社関連
部門担当者で構成。

品質保証新宣言

第六宣言

エコーシステム

全国お客さま調査

報
告

お客さまの声の一元管理 改善策の立案・実行お客さまの声の分析・検討

全国お客さまの声
データベース

お客さまとの接点

お客さまの声を生かした
商品・サービスの提供

コールセンター

支社・支部

ホームページ

本社

生涯設計
デザイナー

VOC会議

経営会議

CSR推進委員会

社内品質モニター

諮
問

意
見

代表者
参加

品質保証推進
専門委員会

消費者モニター 品質諮問委員会

改善策の立案・実行お客さまの声の分析・検討

お客さま

お客さまとの絆

ご契約のあらゆる場面でいただいた苦情、不満、意見等お客さまの声を積極的に受け入れ、
速やかに対応し、品質の向上に生かしています。

すべてはお客さまの声から
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消費者モニター制度

　お客さまからの「苦情」や「感謝の声」を収集・把握し、

商品開発やアフターサービスを含めた各種サービスの改善

等に積極的に反映させています。特に「苦情」については、

ご意見・ご要望を広く収集して、経営の改善につなげるこ

とが重要であるという認識から、「当社が販売するすべて

の保険商品（がん・損害保険等の提携商品を含む）、営業

活動、職員の態度・マナー、事務制度や定款・約款等への

当社に対するお客さまの不満足の表明（匿名者からのお申

し出を含む）のすべて」と定義し、幅広く捉えています。

　近年、「苦情」の件数が増加傾向にあります。この要因

として、保険金等のお支払いに関する問題、消費者の生

命保険に対する関心の高まり等が挙げられますが、一方

で会社として「苦情」の把握に努め、積極的に声をお聞き

していることも影響していると思われます。お客さまの声

を業務・事務等の改善にしっかりと反映させ、利便性を高

めていくことで、苦情の減少につなげていきたいと考えて

います。「苦情」には即時に対応するとともに、迅速・丁寧

な対応を図るべく最優先で取り組む事項としています。

お客さまからの声

お
客
さ
ま
と
の
絆

お
客
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と
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お客さまの声（苦情・感謝の声）の受付件数と内訳 

　経営基本方針に掲げる「最大のお客さま満足の創造」の

達成度を測る指標として、お客さま満足度を毎年把握し、

課題を明確にしています。お客さま満足度は、個人（ご契

約者）および法人のお客さまを対象とし、外部機関による

アンケート調査により、客観的に把握しています。

　調査結果は各部および品質保証推進専門委員会を中心

としたお客さま満足度向上の取組みに役立てています。

例えば、近年、「オフィシャルホームページ」に関する満

足度が低かったため、平成20年7月に全面リニューアル

を行い、使いやすさ・見やすさの向上を図りました。

お客さま満足度の把握

お客さま満足度調査結果

　消費者の視点からご意見を積極的にいただくことを目

的に平成18年に設置しました。「品質保証推進専門委員

会」で検討・立案された事案、「保険金等支払審議委員会」

で審議された事案等について諮問し、さまざまな業務プ

ロセス改善の取組みを推進しています。

消費者の声

 品質諮問委員会

品質諮問委員会の位置付け

　広く消費者の皆さまからご意見・評価をいただくため

に、昭和59年から「消費者モニター」制度を運営していま

す。消費者問題の有識者や消費生活センターの相談員、

 消費者モニター制度

　各支社の支社長・副支社長・CS推進統括部長を中心に、

全国約170カ所の消費生活センターへ定期的に訪問し、

生命保険や当社に関する情報を提供するとともに、消費生

活センターに寄せられる生命保険関連の苦情・相談や意見・

要望等を収集し、サービス等の改善に反映させています。

 消費生活センター訪問によるご意見の収集

　平成19年12月より「品質保証推進運動」を実施してい

ます。全職員がお客さまの目線で提案を行い、「お客さま

満足の向上」と「生産性の向上」に向けて取り組む運動とし

て、お客さまの立場に立ったサービスや業務フローの改

善を求める多くの提案が本社担当部門に届きました。

　提案総数4,751件のうち、お手続きに必要な書類の改

善など、これまでに約1,200件を実施しており、半年に

一度進捗を確認しながら、順次検討・実施を進めています。

職員からの声

 職員からの提案を業務改善につなげる
 品質保証推進運動

　社内品質モニターは、日常お客さまと接して感じた疑

問点や気付き等を本社所管へ提案する役割を担っていま

す。「社内品質モニター・セミナー」を地域ごとに開催し、

お客さま満足の向上に関連する諸課題に対して、積極的

な意見交換を行っています。モニターの意見・提案は各種

業務やサービスの改善等に生かしています。

CSR
推進委員会

保険金等
支払審議委員会

品質保証推進
専門委員会

CS向上
プロジェクトチーム

支払審査会
諮問
・
意見

連携

消費者モニター懇談会

代表者の参加

品質諮問
委員会

経営会議

第1回
〈平成20年5月〉

◯ 平成19年度CS推進専門委員会※検討内容
◯オフィシャルホームページのリニューアル内容

第2回
〈平成20年10月〉

◯業務改善計画概要
◯生涯設計レポート改訂内容

平成20年度品質諮問委員会議題

　品質向上モニター懇談会では約款などについて
率直な意見交換がなされています。モニターの意
見は社内でよく検討され、その結果もさらにモニタ
ーに諮るなど、着実にモニターの声を反映していま
す。最近、消費者問題などの社外の専門家の声を
聞く仕組みが活発になっていますが、貴社では昭
和59年からの実績があるからこそだと思われます。
　また品質向上モニター制度を通じて、“お客さま
により分かりやすい説明をしたい”、“保険金の正
確かつ公平な支払いにつなげたい”という全社一丸
となった取組みを感じています。今後も品質向上
に継続的に取り組み、｢お客さま満足｣の創造を期
待します。

今後も「お客さま満足」の
創造を期待します
(社)日本消費生活アドバイザー・
コンサルタント協会　常任理事　
古谷 由紀子様

消費者モニター懇談会（大阪）

既契約者の方々など約

100名の消費者モニタ

ーの方から商品・サー

ビスなどについてご意

見・アドバイス等をい

ただいています。

※現在は「品質保証推進専門委員会」と改称 

 社内品質モニター

5.7%

36.1%

6.4%

消費者モニター懇談会
消費者モニターアンケート

全国主要都市における懇談
会の開催や定期的なアンケ
ートを通じて、ご意見・ご要
望等をお伺いしています。

品質向上モニター懇談会

首都圏地区を中心に、各
分野の専門家の方々から
お客さま向け各種資料の
新設・改訂などに関してご
意見・アドバイスをいただ
いています。

7.4%

30.2%

14.3%

平成18年度 平成19年度 平成20年度

苦情 65,475件
（92.4%）

80,821件
（94.1%）

88,987件
（93.6%）

感謝の声 5,372件
（7.6%）

5,085件
（5.9%）

6,056件
（6.4%）

○主な内容

・新契約関連：加入時の説明に関するご不満等

・ 保険料払込手続関連：払方変更手続や保険料の入金に関する
ご不満等

・ご契約内容保全手続関連：解約手続に関するご不満等

・ 保険金・給付金等お支払関連：給付金の支払手続に関するご
不満等

個人のお客さま 法人のお客さま
71,797名対象→19,162名回答 3,323社対象→1,430社回答

100

0

20

40

60

80

2019平成18

77.7% 77.8% 78.9%

100

0

20

40

60

80

19平成18

84.5% 85.9% 84.6%

品質向上モニター懇談会

消費者モニターアンケート

20（年度） （年度）

主なテーマ
◯生涯設計レポート
◯保険金・給付金の情報
　提供の充実

主なテーマ
◯重要事項説明書の改訂
◯約款の平明化・改訂感謝の声

その他
保険金・給付金等お支払関連
ご契約内容保全手続関連
保険料払込手続関連
新契約関連

（平成20年度） （平成20年度）

（平成20年度）お客さまの声の内訳

the Voice

総合満足度の状況
（「満足」「やや満足」と回答された
お客さまの割合）

総合満足度の状況
（「満足」「やや満足」と回答された
お客さまの割合）

（%） （%）
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情報開示

　当社は、「情報開示基本方針」（P20）に則り、ディスク

ロージャー誌、CSRレポート、ニュースリリース、ホー

ムページ等を通じて、社会・お客さまに対して情報を積極

的に開示し、ご信頼とご支持を得られるよう努めています。

保険金・給付金の支払状況の開示

　お支払状況のディスクロージャーは品質保証新宣言「第

五宣言」（保険金・給付金の正確かつ公平なお支払い）にも

密接に関連する事柄であり、当社では平成18年からホー

ムページにお支払状況を掲載してきました。

　生命保険協会において、お支払件数・お支払非該当件数

を算定する際の統一基準を定め、各社にて平成20年度下

半期実績から公表することとなりました。

　当社は、この統一基準に則って公表を継続し、皆さま

からのご信頼とご支持をいただけるよう努めています。

合計 死亡・高度障
害・特定疾病
等保険金

入院・手術等
給付金

お支払件数 467,860 37,863 429,997

お支払いできなかった件数 16,929 1,562 15,367

支払事由非該当 16,169 1,316 14,853
告知義務違反による解除 380 75 305
免責事由該当 354 162 192
その他 26 9 17

保険金・給付金のお支払状況（平成20年度下半期） （単位：件）

ディスクロージャー誌
「第一生命の現状」

第一生命オフィシャルホームページ

個人保険の
お客さまの声

お客さまから寄せられた「声」から実現した具体的な改善事例を紹介します。

ご
契
約
時

複雑な商品ラインアップを見直
し、分かりやすくしてほしい。

企業体保険の
お客さまの声

お
支
払
い
時

高度障害保険金が支払われる場
合や支払われない場合がよく分
からない。

改善策
主力13商品を3商品へ統合し簡素化を実現しました。（平成20
年10月）
終身保険と終身医療保険について販売名称をそれぞれ「順風人
生」、「主役人生」に統合しました。また「新『堂堂人生』」を廃止
しすべて「堂堂人生」への一本化を図りました。

お
支
払
い
時

保険金・給付金の支払内容につ
いての照会は専門スキルのある
担当者に回答してほしい。

改善策
お客さまからのお問い合わせに、より正確かつ迅速に対応するた
め、保険金・給付金のお支払内容等に関するお問い合わせに専門
の担当者がお答えする保険金・給付金専用のコールセンターを新
たに設置しました。（平成21年1月）

ご
契
約
期
間
中

約款冊子がとても厚く、自分の
契約と関係のない記載が多いの
で、分かりやすくしてほしい。

保険料の支払いが滞った場合の
取扱いや手続きの案内通知が分
かりづらい。

改善策
業界初の取組みとして、更新時等の「ご契約期間中」にお客さま
へ提供する保険約款について、ご契約内容に合わせた「お客さま
専用の保険約款」を提供しました。（平成20年5月）

改善策
保険料の払い込みがなかった場合にお送りする各種通知につい
て、より分かりやすく、より手続きしやすいものへと見直しました。
（平成20年7月）
ご契約が失効した場合にお送りする通知では、ご契約の復活を
お勧めする一方で、払戻金のあるお客さまには請求書を同封し
受取手続きをしやすくしました。（平成20年11月）

改善策
団体保険の高度障害保険金・障害給付金のご請求時に、保険金
が支払われる場合、支払われない場合について記載したチラシの
ご提供を開始しました。（平成21年6月）

お客さまとの絆

お客さま本位の健全な業務プロセスの構築に向けて改善を図り、
これを遂行することで高い「品質」を提供していきます。

継続的な業務プロセスの改善
お客さまとの絆

当社の取組みや、お客さまからの声、保険金のお支払状況等を積極的に開示し、
お客さまからご意見をいただくことで、「品質」の向上を追求します。

積極的な情報開示

品質保証新宣言

第八宣言

品質保証新宣言

第七宣言

お客さまからいただく声の開示

　平成18年10月より、「お客さまの声（苦情・感謝の声）」

の件数ならびにその解決件数について、当社ホームペー

ジに掲載しています。当社に寄せられた「お客さまの声（苦

情）」の受付状況とその解決件数については、4週間分を

週単位で掲載し、毎週更新しています。同様に、月単位で

ホームページでの開示

もとりまとめ、年度累

計としての実績も掲載

しています。また、平

成19年5月からは、「お

客さまの声から実現し

た改善事例」を掲載し、

当社の具体的な取組み

を紹介しています。
お客さまの声 保険金・給付金のお支払状況

用語のご説明

支払事由非該当
手術非該当、責任開始期前発病など、約款
に規定するお支払いの要件に該当しないもの
です。

告知義務違反による解除

保険契約の加入に際して、契約者または被保
険者の故意または重大な過失により告知すべ
き重要な事実の告知がなかった場合、保険契
約を解除するものです。

免責事由該当

被保険者の一定期間内の自殺や契約者・被保
険者の故意または重大な過失による事故など、
約款に定める免責事由に該当する場合、保険
金等のお支払いを行わないものです。

（注1） 上記件数は生命保険協会にて策定した基準に則ってお支払件数、
お支払非該当件数を計上しています。

（注2）  満期保険金や生存給付金等は含みません。

確定給付企業年金契約時の手続
書類をもっと分かりやすくして
ほしい。

改善策
ご照会の多い確定給付企業年金の契約申込について、手続きの
概要や必要書類一覧等をまとめたお客さま向け文書を新設しま
した。（平成20年9月）
申込書の記入項目を大幅に削減しました。（平成20年12月）

改善策
継続教育サービスの一環として、低廉なコストで簡単に学習で
きる「継続教育eラーニング」サービスを新たに提供しました。（平
成21年10月）
≪学習内容≫確定拠出年金制度・資産運用・ライフプラン

ご
契
約
時

ご
契
約
期
間
中

確定拠出年金の加入者への継続
教育をもっと効率よく実施したい。

ディスクロージャー誌
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職員との絆

職員は、当社の最も重要な経営資源です。職員一人ひとりが個性を磨き、
専門性を高められる環境を提供し、活力と魅力あふれる会社を目指します。

活力と魅力あふれる会社へ

職
員
と
の
絆

雇用と人事

　当社の職員は、営業職員と内勤職員から構成されます。

「一生涯のパートナー」としてお客さまの生涯設計を担う

営業職員は「生涯設計デザイナー」と呼ばれ、生命保険や

多くのサービスを通じてお客さま一人ひとりの生涯設計の

コンサルティングをしています。

　内勤職員は、全国転勤型のグローバル職員と地域限定

型のエリア職員で構成されていますが、職種等に関わらず、

適材適所の人財活用を進め、知識と経験を有する人財を

適切な規模で配置しています。

 職種体系

推進体制

　当社では、中期経営計画の柱の一つとして「『人財』が成

長を支える態勢の確立」を掲げています。これは、最も重

要な経営資源は「人財」であり、会社を取り巻く経営環境

が刻々と変化していく中、当社がお客さまから選ばれ続

ける会社であるためには、職員一人ひとりが人財価値を

高め、その能力を最大限に発揮していくこと、また、職

員一人ひとりが会社とともに成長していくことが重要であ

ると考えているからです。

　「『人財』が成長を支える態勢の確立」を実現するために、

「成長を支える人財の育成と確保」・「従業員の活力向上」

を中心に取り組んでおり、「ES・ダイバーシティ推進専門

委員会」では、「人財育成」、「ワーク・ライフ・バランス」

および「ダイバーシティ・マネジメント推進」等の具体的な

取組みを積極的に推進しています。

Ｅ
Ｓ・
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
専
門
委
員
会

主な取組み

ＥＳ向上

ダイバーシティ・
マネジメント推進

雇用率向上に向けた取組み

定着に向けた取組み

障がい者
雇用の促進

お客さまとの接点を担う誠実で力強い営業職員の育成（営業職員）

ＣＤＰ（Career Development Program）の実施（内勤職員）

ワーク・ライフ・バランス実現に向けた取組み

ファミリーフレンドリー制度の充実

人財育成

ワーク・ライフ・
バランス

　平成21年4月に新しい人事制度（スタッフ社員制度）を

創設し、当社に就業している派遣社員約3,200名を直接

雇用しました。勤務成績等に応じて最長で60歳まで（さ

らに一定の要件を満たした場合には65歳まで）雇用契約

を更新できることとしているほか、正職員への登用制度

を設けるなど充実した制度としています。こうした対応

により、お客さま向け事務・サービスの品質を一層向上さ

せていきます。

 派遣社員の直接雇用

職種体系

（注）  基幹職掌のほか、技能職掌、医 
療・技術職掌等があります。

営業職

指
導
者
層

営業職員
（呼称：生涯設計デザイナー）

支社長

営業部長

支部長

副支部長

内勤職

職
掌

職
位

 部長

マネジャー
副支社長
ＣＳ推進統括部長
営業推進統括部長

アシスタントマネジャー

アソシエイト
（業務リーダー含む）

グローバル
職員

転
勤
の
範
囲

エリア
職員

基幹職掌

女性のための能力開発支援

積極的な役職登用
女性の
活躍推進

職員の採用人数・平均年齢・平均勤続年数・平均給与

採用人数 平均年齢 平均勤続年数 平均給与（月額）

営業職員 11,045名 45歳 5カ月 8年9カ月 238千円

内勤職員 531名 41歳11カ月 15年9カ月 406千円

総合職 118名 42歳11カ月 19年4カ月 ─

一般職 290名 38歳10カ月 14年7カ月 ─

その他 123名 54歳  6カ月 8年3カ月 ─

（平成20年度）

　平成21年7月の人事制度改定において、内勤職員の職

掌である総合職と一般職を「基幹職掌」として統合し、職

務付与の差をなくしました。これにより、適材適所の職

務付与を一層進めていくことが可能となり、女性職員の

活躍の場をより広げることができるようになりました。

 内勤職員の職掌統合

営業職員の在籍状況

平成18

平成19

平成20

（年度末）

0 20,000 40,00010,000 30,000 （名）

42,708

42,434

42,568

人を考える。それは、声を聴き、共に考え、共に思い、
幸せを創造できる人財を育てること。
お客さまとの絆を築いていくために、お客さまの身近な存在
として、提案力と聴く力を併せ持つ人財や、創造的な視点を
持って課題を解決できる人財を育てていきます。

職員・会社の活性化

内勤職員の在籍状況

平成18

平成19

平成20

（年度末）

0 2,000 （名）

5,123

4,000 6,000 8,000 10,000

総合職 一般職 その他※

3,894

1,009

10,3645,461

3,927 10,3225,401

3,888 9,998

994

987

※「その他」には、定年後再雇用者や技能職掌等が含まれます。
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生涯設計デザイナーの育成方針

　「生涯設計デザイナー」は、お客さま一人ひとりの生涯

設計をコンサルティングするため、生命保険に関する専

門知識に加えて、社会保障制度や税務等の幅広い知識を

身に付け、お客さまの期待にお応えすることが求められ

ます。

　こうした考えのもと、「ご契約時」、「ご契約期間中」、「お

支払い時」のどの段階においても、充実したコンサルティ

ングとサービスが提供できる営業職員の育成に向けた教

育を展開しています。

職員との絆

お客さまの「一生涯のパートナー」としてのスキルを磨くとともに、
「プロフェッショナル」と「チームワーク」を兼ね備えた職員を育成しています。

人財育成

職
員
と
の
絆

職
員
と
の
絆

生涯設計デザイナーの
育成プログラム

　入社後2年間を育成期間と位置付け、「2年間育成プロ

グラム」に基づく教育を展開しています。

　入社した新人は、生命保険募集人登録のために必要と

なるカリキュラムを履修するとともに、生命保険の意義・

生命保険営業の役割を学びます。その上で、一般課程試

験合格後3カ月間を「初期集中教育期間」と位置付け、専

門の教育機関(トレーニングセンター)である「実践研修室」

等に入室し、集中的に教育を受けます。

 2年間育成プログラム

　初期集中教育期間は、お客さま保護教育を中心とした

「営業基本教育」とお客さま向けの活動を中心とした「営業

実践教育」の2本柱で運営しています。

　その中で、お客さま保護等の観点から必ず受講しなけ

ればならない課目は、研修実施に加えて、テスト形式で

習得状況を確認した上で営業活動を開始しています。

　実践研修室修了後は、知識・スキルのさらなるレベル

アップを図るべく、本社・支社・支部が一体となって営業

職員教育を展開します。

　入社半年間の「生涯設計デザイナーフォロー研修」「研

Ⅰ・研Ⅱ研修」を必須とし、以降は支社ごとに「研Ⅲ・研Ⅳ

研修」「2年目職員研修」等を行い、生涯設計提案等コンサ

ルティング能力アップに向けた知識・スキルの向上を図っ

ています。3年目以降は、支社の市場性や職員個々の課

題別に研修を展開しています。

　支部では、支部長・副支部長といった指導者層により、

実践的な教育を繰り返します。コンサルティングの個別

指導や、お客さま訪問時の直接同行指導（OJT）等を織り

交ぜながら、日常指導を実施しています。

　当社の生涯設計デザイナーがよりお客さまからの信頼・

支持を得るためには、従来にも増してお客さま本位、法令・

社会的規範を遵守した行動が求められています。

　「お客さまに選ばれ続ける職員」の育成に向けて、当社

では平成21年度より「継続教育制度」を導入しました。

本制度は、生命保険協会統一の取組みですが、お客さま

のニーズを踏まえた販売・フォロー活動のさらなる推進に

向け、生命保険協会で定められた内容に当社独自の教育

内容を加え、eラーニングにより全営業職員に対する充実

した教育を行っています。

 継続教育

機関経営職の能力開発

　当社では、平成19年度より「機関経営職候補生」制度

を開始し、現在約250名が在籍しています。機関経営職

候補生とは、主に「経営能力」や「対人折衝能力」を磨き、

育成期間修了後、各営業拠点をマネジメントしていく職

種です。

機関経営職の能力開発プログラム

業界共通試験合格者

専門課程試験合格者 12,888名

応用課程試験合格者 4,701名

生命保険大学課程試験合格者 8,627名

生涯設計デザイナー教育体制

eNavitによる「eラーニング」

支部朝礼・個別対話による日常教育、お客さま訪問時の同行指導

当社独自の
教育制度

一般
課程

OJT

業界共通
教育制度

2年間育成プログラム

専門課程（ライフ・コンサルタント）
応用課程（シニア・ライフ・コンサルタント）

生命保険大学課程
（トータル・ライフ・コンサルタント）

約1カ月 約2カ月 4カ月 6カ月 2年目職員 3年目以降職員

「生命保険の意義・役割」、お客さま保護に必須となる知
識、お客さまへのサービス＆コンサルティング活動に必
要な知識・スキルを習得します。

「継続教育制度」による基本教育に
加え、層別研修およびOJTにより
高度な知識とコンサルティング能
力を身に付けます。

「継続教育制度」により、お客さま保護に必須となる基
本知識の習得を図り、支社集合研修およびOJTにより
サービス＆コンサルティング活動に必要な知識・スキル
の再確認、さらなるレベルアップを図ります。

継続教育制度
［継続教育確認テスト］

本社集合
研修

支社集合
研修

選抜営業主任（初任）
Ⅰ期昇格者研修

2年目職員研修

トップリーダー研修所
『夢クラブ』キャリアステップ研修等

ハイパーセールス研修
チャレンジアップ研修等

初期集中教育期間 層別教育

生涯設計デザイナー研修

基礎
研修

応用
研修

実践
研修

フォロー
研修

研修職員
（Ⅰ）期・（Ⅱ）期

研修

研修職員
（Ⅲ）期・（Ⅳ）期

研修

継続教育制度における教育内容

お支払い時ご契約期間中ご契約時

適切な保険金等の
お支払い

● お申出受付時の
基本ステップ

● 請求手続き時の
注意事項　

● 基本的なお支払

　事由　等

情報提供の教育

● ご契約者総訪問
活動を通じた情
報提供

● 更新を迎えるお
客さまへの対応

● 証券到着確認訪
問を通じた情報
提供　等

お客さまニーズを
踏まえた商品の教育

● 主力商品

● 特約

● 年金　等

当
社
独
自
カ
リ
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ュ
ラ
ム

ビジネスマナー

生
命
保
険
協
会
標
準
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

●アフターサービスの重要性

●保全手続き時の留意点

●適切な保険金・給付金の支払い

●お客さまからの苦情への対応　等

保険金支払い等のアフターサービス適正な保険募集
● 重要事項説明

● 意向確認

● 新契約手続時の
留意点

● 募集時の禁止行為

● 募集資料の取扱い
等

コンプライアンス
● 法令遵守の重要性　

● 生命保険募集人が遵守すべき法令の
概要　等

情報資産保護 ●個人情報の取扱い　等

「
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　当社では、入社時の研修から継続教育まで教育
制度が充実していて、いつでも最新の知識を身に
付けることができます。しかし、さまざまなお客
さまのニーズにしっかりとお応えしていくために
は、机上研修に加え、現場でのOJTも大切です。
入社してまだ日が浅い新人は、先輩と一緒に活動
することでお客さまのご要望をよくお聞きすること
や最適なご提案をすることの大切さを学んでいき
ます。私も40年以上の経験の中で、お客さまから
学んできたことを一人でも多くの後輩に伝えたい
と思い、一緒に訪問活動をしています。ひとりで
はできなくても、誰かと一緒ならできることもたく
さんありますし、相談できる相手がいれば悩みも
解決できます。
　ともに働き、ときには悩み、互いに成長できる
環境。第一生命はそんな学び舎でもあるのです。

多様なお客さまのご要望に
お応えするためには、
OJTも大切です
岡山支社　西大寺支部　
井上 房子

本社
直接教育

登録時
履修確認
テスト

修了検定 研Ⅱ
修了検定

　生涯設計デザイナーを当社の人財へと育成することが

できる拠点長を全国配置するため、入社後5年間の研修

教育カリキュラムを設定し、日々能力開発を進めています。

（内勤職員・代理店を含む）

（平成20年度） the Voice
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　周囲が業務に追われ多忙であっても、メンター
として気軽に相談や質問ができる関係を築くこと
を心掛けました。常に1年後のあるべき姿を意識し
ながら、定期的に振り返りを実施し、本人の課題
を明確にすることができました。また、これらの
経験を通じて人を育てることの重要性や難しさを
知り、自身の成長にもつながりました。

内勤職員の能力開発

　当社は職員に求める人財像を「創造的課題解決型人財」

と定義し、これを目指すべく、「第一生命Career Devel-

opment Program（CDP）」にさまざまな能力開発制度

を用意し、職員の自立的な能力開発を多面的に支援して

います。全職員が人財価値向上に向けて積極果敢にチャ

レンジし、第一生命グループの新たな成長を支えています。

 育成・研修プログラム

　生命保険の社会的役割や当社の経営理念「ご契約者第

一主義」等を理解し、社会人・第一生命人としての基礎を

固め、創造的課題解決型人財への土台づくりを行うこと

を目的として、グローバル職員・エリア職員合同で新人研

修を実施しています。

 新入職員の育成

新人研修の概要

毎週グループでの取組課題を設定し、議論の中で解決
策を見出し、アウトプットさせることで、常に考える
姿勢、課題発見・解決力、合意形成力を養います。また、
受身ではなく、能動的に主体性をもって「改善」に取り
組む姿勢を学びます。

創造的課題解決型人財への土台づくり

机上研修により、経営理念、経営戦略やコンプライ
アンス等の基礎知識を習得するとともに、実践的な
財務分析や外国人講師によるグローバルコミュニケー
ション講座を実施することで、金融プロフェッショナ
ルの基礎を養っています。

第一生命人としての基礎づくり

仕事への取組み方やマナーに関する研修を実施し、
社会人としての基礎･心構えを身に付け、チーム運営
の実施により「チームワーク」と「リーダーシップ」を醸
成しています。

社会人としての基礎づくり
社会人としての基礎づくり

ユニット朝礼運営 ビジネスマナー
研修

学習の習慣化 チームワーク活動

実践的パソコン
研修

キャリアビジョン
の明確化先輩との交流

赴任後のソフトランディング

基礎知識習得 支部実践活動

事業所研修 金融プロフェッショ
ナルの基礎づくり

第一生命人としての基礎づくり

自立的な創造的課題解決型
人財への土台づくり

ビジネススキル
研修 リーダー会議運営

課題への継続的
取組み グループ発表大会

部門別育成プログラム

スタンダードライセンス

CDPの概要

会社の持続的な成長を考え、これまでの前
例に捉われることなく、創造的な視点をも
って課題を発見し、部下を巻き込みながら
率先して課題解決できる人財

ビジネス
スキル
プログラム

バリューアップ
プログラム

マネジメント力向上

キャリア
サポート
プログラム

　他部署での経験を通じて幅広い視野を持った上
でキャリアプランを考えたいと思ったことが、コー
ルセンター業務への社内トレーニーに応募したき
っかけです。今回実践的な電話対応スキルはもち
ろんのこと、お客さまと多く接することで、お客
さまの視点に立ち、声をしっかりと「聴く」ことの
重要性を再認識しました。今回の経験を自身のみ
に留めず、支社全体に伝え、より質の高いお客さ
まサービスを提供し、お客さま満足度の向上につ
なげていきたいと思います。

社内トレーニーを通じて
お客さま本位の姿勢や
視野の拡大を図る
秋田支社　
成田 幸代

指導者層の能力開発

　指導者層（支部長・副支部長）は、「生涯設計デザイナー」

の人財育成において重要な役割を果たしています。各支

社にて「指導力スキルアップ研究会」を実施し、育成ノウ

ハウの共有化・レベルアップを図っています。また、指導

者層のパソコン内に過去から現在に至る教材・ツールや好

事例を蓄積した「支部経営ナビ」を提供することで、これ

まで構築してきたノウハウをいつでも閲覧可能とし、支

部における課題の自己解決を支援しています。

　また、本社集合研修として、全国から選抜された「生涯

設計デザイナー」に指導者としてのキャリアアップを意識

させ、相互研鑽を通じ次代を担う指導者層の育成を図る

「『夢クラブ』キャリアステップ研修」等を行っています。

メンターとしての経験は
自身の成長にもつながる
総合審査部　
三谷 洋介

　私の質問に対してどんなに忙しくてもしっかりと
耳を傾けてくれ、またメンターからも積極的にコ
ミュニケーションをとっていただきました。与えら
れた仕事をこなすだけではなく、その仕事の意味
や背景を理解する必要性といった仕事上のアドバ
イスに加え、仕事以外の相談にも乗ってもらい、
充実し成長を実感できる1年間となりました。 

メンターからの
アドバイスを受け
成長を実感
総合審査部　
畠山 倫

新入職員

メンター

the Voice the Voice
主な能力開発制度

ビジネスリーダー育成とダイバーシティ・マネジメントの推進を通じた人財
価値向上への取組み

ビジネスリーダー
プログラム

課題解決力強化、マネジメント力向上、リーダー層
育成、キャリア形成等を通じて、創造的課題解決型
人財を目指すための取組みです。

ポジティブアクション
プログラム

さらなる女性の活躍推進に向けて、キャリアアップ
を目指す女性職員を支援するための取組みです。

グローバル
プログラム

語学力向上を促進し、グローバルな視点を持って
活躍できる人財の育成に向けた取組みです。

バリューアッププログラム

金融ビジネスパーソンとしての基礎力を向上させるために、指名選抜型お
よび公募制による自己研鑽を支援する取組み

ｅラーニング制度

職員の自立的なビジネススキル向上への意欲を支
援するために、自宅で学習できる制度です。
平成20年度受講者総数　1,154名
（うち総合職　648名、一般職　506名）

蒼梧記念論文

創立者矢野恒太の生誕百周年を記念し、昭和４１
年に創設された社内論文制度。業務の中で発見
した課題に対し、解決策を論文として提言すること
で、職員一人ひとりの課題解決力向上を図ります。
平成20年度応募総数　238名
（うち総合職　175名、一般職　63名）

ビジネススキルプログラム

キャリア
チャレンジ制度

自ら志向する職務に公募という形でチャレンジの場
を設け、職務選択の機会を幅広く提供しています。

総合職
　公募職務 　86分野
応募者数 43名　
合格者数 16名　

一般職
公募職務 　82分野
応募者数  133名　
合格者数  57名　

社内トレーニー制度

短期間の社内業務トレーニーとして、他担当・他所
属の業務を経験することで、業務知識・視野を拡大
し、自らキャリアデザインを描く職員を支援します。

総合職  10所属  18名
一般職 56所属 465名

国内外留学／
海外トレーニー制度

生命保険事業における専門スキル・ノウハウに加
え、国内外での留学や欧米保険会社等へのトレー
ニーによって、グローバルな視点を持ち、高度な専
門知識を身に付けた人財を育成しています。

メンター制度

新入職員の不安軽減を図るため、新入職員1人につき
メンター1名を任命し、仕事面・生活面のアドバイスを
行い、上司と連携をとりながら「1年後のあるべき姿」
を明確にした上で計画的に育成しています。

職員が自立的にキャリアビジョンを描き、より付加価値の高い新たな職務
へのチャレンジを支援する取組み

キャリアサポートプログラム

（平成20年度）

（平成20年度）

社内トレーニー（コールセンター）

創造的課題
解決型人財
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ダイバーシティ・マネジメントの推進

　「ダイバーシティ・マネジメント」を推進することによっ

て、多様な人財が個性と能力を発揮できる会社を目指し

ています。具体的には、「女性の活躍推進」と「障がい者

雇用の促進」を柱とするダイバーシティ・マネジメント取

組方針を定め、それを支える「ワーク・ライフ・バランスの

推進」、「ダイバーシティ・マネジメント定着に向けた職員

の意識改革」に取り組んでいます。

　女性のキャリアアップ志向、チャレンジ志向を継続的

に高め、より活躍できるようにポジティブアクション（女

性の活躍推進）に取り組んでいます。

　平成21年4月に26名を管理職に登用しました。今後

も女性職員のキャリアアップに向けた取組みを継続し、

積極的な役職登用を行っていきます。

　職員一人ひとりが心身両面の健康を確保し、仕事と生

活をバランスよく充実させることで、仕事にもやりがいや

喜びを感じることができるよう、ワーク・ライフ・バランス

の推進に取り組んでいます。

職員との絆

多様な人財が個性と能力を発揮できる職場づくりを推進しています。
性別に関わらず活躍できる環境づくりや、障がい者の方々の積極的な採用を進めています。

多様な人財が活躍する職場づくり

 女性の活躍推進

職
員
と
の
絆

職
員
と
の
絆

積極的な役職登用を継続実施

女性のための能力開発支援

能力開発プログラム

営業職員

女性指導者層対象

●女性支社長・営業部長の会

●選抜副支部長研修

● 副支部長育成パワーアッ
プ研修

営業職員対象

● 『夢クラブ』　　　　　　　
キャリアステップ研修

● トップリーダー研修所

　妊娠、出産、育児、復職といったさまざまなステージ

において、安心して働き続けることができるよう、制度

を総合的に充実させています。

　妊娠～出産期には「つわり」等による体調不良で取得可

能な「マタニティ休暇」をはじめ、最長25カ月まで取得で

きる「育児休業」があります。

　復職後には、「育児のための短時間勤務」があり、子ど

もが小学一年生の4月末日まで「6または5時間」勤務がで

きます。また、育児にかかる経費を軽減するための｢育児

サービス経費補助｣があります。

　キャリアを継続するための支援として、エリア職員が

家族の転勤等により居住地の変更を希望した場合、通勤

可能な所属への異動を認める「ふぁみりぃ転勤制度」もあ

り、利用者も増えてきています。

　その他にも、孫が誕生したときの「孫誕生休暇」など、

広く職員が利用できるような制度も整えています。

　こうした取組みにより、次世代育成支援対策推進法の

「次世代認定マーク」を取得しています（平成19年5月、

平成21年7月）。平成21年4月１日から平成23年3月

31日の2年間の「一般事業主行動計画」を以下のとおり策

定し、さらに両立支援に取り組んでいきます。

 障がい者雇用の促進

女性職員数 女性の占める割合
経営管理職（支社長・部長等） 5名 1.1%

管理職（営業部長・マネジャー等） 157名 6.0%

支部長・副支部長 2,892名 74.1%

アシスタントマネジャー・業務主任 1,368名 53.8%

役職者に占める女性職員の割合 （平成21年4月1日現在）

女性管理職塾

内勤職員

リーダーチャレンジ研修

ステップアップ研修

キャリアアップ推進者研修

マネジャー養成塾

　女性職員一人ひとりがさらに視野を広げチャレンジ意欲

を持ち、自身のキャリアビジョンを描くことができるよう、

体系的な能力開発プログラムを構築し、支援しています。

ハートフルリボンマーク

　障がい者雇用については、ES・ダイバーシティ推進専

門委員会を設置し、全社を挙げて取り組んでいます。特

例子会社である第一生命チャレン

ジド株式会社は、障がい者雇用に

関わる取組みが評価され、平成

21年10月1日付で、生命保険業

界（子会社を含む）では初めて厚生

 ワーク・ライフ・バランスの推進

仕事と家庭の両立支援（ファミリーフレンドリー）制度の充実

ワーク･ライフ･バランス実現に向けた取組み

制度の利用実績

育児休業取得者 831名

育児のための短時間勤務制度利用者 109名

育児サービス経費補助受給者 3,755名

ふぁみりぃ転勤制度利用者 23名

（平成20年度）

職場参観日「子どもが主役デー」

　職員一人ひとりがいきいきと活躍するためには、家族

の理解と協力が不可欠です。職員の子どもや家族に、会

社や仕事に対する理解を深めてもらうために、職場参観

参加者の声

一般事業主行動計画

●  男性が育児に積極的に参加できる職場
風土づくりを目指す。

● 出産・育児を迎える職員の復職に向けた
支援およびネットワークづくりを目指す。

　ワーク・ライフ・バランスを実現するためには、職員一

人ひとりの働き方の変革も重要なことであり、年次有給

休暇の取得促進や総労働時間縮減、職員のワーク･ライフ・

バランスへの意識改革にも取り組んでいます。

　本人の希望をもとに年3日の年次有給休暇を確実に取

得する「計画公休制度」の導入や、子どもの学校行事、介

護、ボランティア等の理由で取得できる「ワーク・ライフ・

バランス休暇」などにより、年次有給休暇を取得しやすい

環境を整えています。

　また、継続的な業務量の削減やノー残業デーなど、総

労働時間縮減に向けての取組みや、家族の職場参観日の

開催などにより、職員のワーク･ライフ･バランスへの理解

促進にも取り組んでいます。

　平成21年4月に支社長に就任し、25年前の入社
時には想像もしなかった人生転換です。振り返る
と母、妻、女性として辛い時期もありました。し
かし、今まで頑張れたのは、もちろん家族、上司
などの支えあってのことですが、自己実現を応援
してくれる第一生命という会社だったからだと思
います。今後は、ますます女性の進出が望まれます。
多くの女性に管理職を目指して、さまざまなこと
にチャレンジしてもらいたいと思います。

多くの女性にキャリアアッ
プを目指してもらいたい
福岡コンサルティング営業室
支社長　
瀬戸 由紀子

　リーダーシップ、マネジメントなど総合的に能
力を高める研修を受け、その後、平成21年4月に
管理職となりました。今では総勢62名の組織を任
されていますが、一人ひとりの個性を生かしたマ
ネジメントを目標に研修で学んだことを実践して
います。家庭では母として子育てをし、会社では
部下の育成に励む中で、家庭人でも管理職でも必
要なスキルは同じだと感じています。身に付けた
スキルはしっかりと次世代につなげていきます。

組織を
魅力あふれる人財で
埋め尽くすことが目標
サービスセンター
マネジャー
須藤 貴美子

the Voice

（注）業務主任は平成21年7月1日より業務リーダーへ移行

労働省の「障害者雇用優良企業」に認証されました。平成

21月9月1日現在、障がい者雇用率は1.99％で、全国

で853名（第一生命チャレンジド（株）含む）の職員が活躍

しています。

・いつものパパと違ってカッコよかったです。
・ 会社のことやお金の勉強をして大変楽しかった
です。

子ども

・ 職場参観は親・家族の働く姿に直接触れる意義
のあるものと感じました。職員

日（子どもが主役デー）を開

催しています。平成21年

は夏休みに合わせて実施

し、多くの職員の家族（137

名）が参加しました。 職場参観日
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コミュニケーション実績

社長からの
メッセージ

公式行事に
おけるスピーチ

職員からの
質問への回答

発信数 21件 6件 23件

職員満足度の把握

　当社では、平成15年度より全職員を対象にES（職員

満足度）調査を実施しており、「労働条件・環境」、「仕事」

など７つのカテゴリーに関する満足度や意識を把握すると

ともに、自由意見欄を設けて職員からの生の声をきいて

知の共有化

　全国の営業拠点に在籍する営業職員は、全員が「チー

ム」に所属し、各チームが営業上のノウハウの共有や新

人育成に取り組んでいます。

　このチーム単位の小集団活動をバックアップするべく、

平成5年より全社を挙げて取り組んでいるのが「チームワ

ーク活動」です。「チーム員全員が参画し、主体的に創意

工夫する」「協力しあい、励ましあい、学びあうことでと

もに成長する」ことをコンセプトに活動を展開しています。

　チームワーク2008でも、各チームのボトムアップの

取組事例が数多く紹介され、営業活動や採用・育成にお

ける工夫とノウハウが全国で共有されました。

 チームワーク活動

 ネットワーク社長室

社内コミュニケーションの活性化

　平成12年度より社長と職員をダイレクトに結ぶ仕組み

としてイントラネットを活用した「ネットワーク社長室」を

開設しています。これは〝社長のホームページ〞の位置付

けで、経営層の考えを「メッセージ」として職員へ伝えた

り、創立記念日の社長講話等を「公式スピーチ」として全

社へ知らせるなど、経営ビジョンの共有に向けた大切な

役割を果たしています。

　職員は日ごろの業務で感じた疑問や気付きを社長へ伝え

ることもでき、その回答も全社へフィードバックされるな

ど「双方向コミュニケーション」を実現しています。

「ネットワーク社長室」

  「役員と語る」

「役員と語る」 （川越支社）

チームワーク表彰（本社特別表彰式にて）

　生命保険販売にとって重要なお客さまとの人間関係・信

頼関係づくりや「生涯設計」に基づく提案の工夫を全社で

 生涯設計提案コンテスト

るベンチマーキング

を実施し、コンプラ

イアンス意識やコン

サルティング能力の

向上等に向けたノウ

ハウの共有化を図っ

ています。

（平成20年4月～平成21年3月）

メンタルヘルス対策

心と体の健康

　職員が十分に能力を発揮できるよう、心と体の両面へ

のサポートを行っています。定期健康診断のほか、各種

検査や予防接種等の補助も実施しています。

● 各種集合研修時にメンタルヘルス
の「セルフケア」「ラインケア」をテ
ーマとした研修を実施

● 予防の観点から「気付き」を促すた
めのセルフチェックツールの提供

● さまざまなカウンセリング・相談窓
口の設置と利用方法の周知・徹底

● 『こころもカラダも「健康宣言」』の
配布

職場の分煙化
● 受動喫煙による健康被害を防止するため、事務室内完全禁煙
化を推進

啓発チラシ

　内勤職員が日々の気付きを大切にし、自発的に業務プ

ロセスの改善を図ることを目的として、平成4年度より

「New Best Way活動」を実施してきました。この活動

は全国で約600ものグループが、創意・工夫しながら業

務のさらなる効率化や高品質化を実現する仕組みです。

　平成20年度は「品質保証新宣言」の確実な履行と生産

性の向上を主なテーマに、さまざまな取組みについて大き

な成果が認められ、全社で共有を図りました。

 New Best Way活動

労働組合との関わり

　第一生命労働組合は、内勤職員および営業職員が組合

員となるユニオンショップ制を採用しており、同組合の

組合員の条件に該当する人数は49,730名（平成21年3

月末現在）です。

　会社と組合は、より豊かで明るい生活の実現、やりがい・

働きがいのある職場づくりのために、各種協議会を通じ

て対話を重ね、両者が活発に意見交換しています。

　営業職員の人財育成には、支社長主導のもと、実践研

修室・支部・支社といった育成を担う組織がそれぞれの役

割を果たすとともに、相互が協力して「職員一人ひとりに

合わせた」対応をすることが重要となります。

　人財育成の中でも特に重要な入社2年間の教育におけ

 採用育成好取組研究会

ES調査の結果をもとに実施した主な取組み

【課題】 「労働時間」・「公休取得率」は改善しているものの、
該当項目の満足度にはまだ改善余地がある。

　　　 勤務管理運営
　　　 　総労働時間の縮減に向けた運営、早帰りデー推進

　　　 公休制度の充実
　　　 　計画公休制度、ワーク・ライフ・バランス休暇の導
　　　　　入・推進、リフレッシュ休暇の拡充

【課題】 職員の人財価値向上に向けて、より多くの職員が自
身の具体的な将来像（キャリアビジョン）を描けるよ
う、キャリアに関する相談体制の充実が求められる。

　　　 職員のキャリア開発支援策として、社内にキャリア
　　　　支援デスクを設置（キャリア・アドバイザーの導入）

平成20年度全社発表会

　経営層が「職員の声」に真剣に耳を傾ける場として、平

成11年度から「役員と語る」を実施しています。これは、

全国の支社や本社各部へ社長をはじめとする各役員が足

を運び、さまざまな経営課題についてその背景や考え方

を職員と共有する機会です。

　例えば、株式会社化を選択した背景や目的など、役員

自らが職員へ直接伝えることで、より一体感のある運営

います。各層の職員の思いや考えを把握して、ES向上の

諸施策等に反映させています。

　また、各所属における課題の把握、解決策の検討につな

げるため、調査結果を速やかにフィードバックしています。

を目指すとともに、職員一

人ひとりがどのように受け

止め、取り組もうとしてい

るかを経営層がタイムリー

に知ることのできる貴重な

場となっています。

即時に共有できるよ

う、専用の全社データ

ベースを構築していま

す。平成20年度は約

3,500もの事例を公

開しており、知の共有

化の仕組みとして定着しています。

　その中でも優れた事例を、三半期ごとに選出し、顕彰

しています。さらに選出した好事例を、営業職員の携帯

パソコンで共有化し、「生きた教材」として活用してい

ます。

好事例教材
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きているように思われる。とりわけ第三宣言や第六・第七宣

言に関わる、「お客さまの声」を商品開発や業務プロセスの

改善に反映させる仕組みおよびその改善事例の具体的な提

示は、契約者第一主義を具現化する優れた取組みとして評

価できる。一方、第二宣言における財務基盤の維持・強化に

ついては、昨今の厳しい経済情勢から安定性を第一義とす

ることはやむをえないとはいえ、自己資本が減少している中

で、より積極的な強化策が求められる。すなわち、株式会

社化を睨みつつ、収益性やSRIの視点などにも配慮した新

しい資産運用の在り方を模索すべきといえよう。

　また、本レポートには、昨年、金融庁からの業務改善命

令を受けて提出した業務改善計画の実施状況（要旨）が報告

されている。報告内容はよく整理されているが、ともすると、

昨年度のレポートに掲げた組織的対応方法の解説にとどま

っている感がある。今回の行政処分は品質保証の根幹に関

わる問題であることから、「要旨」とはいえ、いま少し踏み

込んだ説明が望まれる。

生命保険会社としての社会的責任

　来年4月、第一生命は、いよいよ株式会社への組織変更

という「変革」のときを迎える。大手生命保険会社としての

その決断とこれまでの周到な準備は評価に値するが、生命

保険会社に固有の「相互扶助」の精神を失うことなく、市場

から得た豊かな資金で一層柔軟かつ積極的な事業が展開さ

れることが求められる。とりわけ、少子高齢化が進行する

いま、本来事業においては、生涯の「リスク対応」のみなら

ず「自己実現」をサポートする保険会社への飛躍がはかられ

ることに期待したい。加えて、環境保護活動をはじめ、次

世代のための消費者教育や地域社会および国際社会への貢

献活動においても、同社が先駆的かつ個性的な役割を担う

ことを強く願うものである。

第一生命のCSRにみる契約者第一主義と持続的改善・成長

　第一生命のCSRレポートは、3つの経営基本方針を柱に

据えた、分かりやすい内容構成となっている。そこに一貫

するキーワードとして、契約者第一主義と持続的な改善・成

長の2点を見て取ることができる。

　すなわち、創立以来の経営理念「ご契約者第一主義」は、

「品質保証新宣言」（平成18年9月）において具体的な行動の

目標（誓い）となり、さらに新しいグループビジョン「いちば

ん、人を考える会社になる。」（平成21年6月）へと着実かつ

発展的に引き継がれている。また、同社は、絶えず「成長」

と「改善」にチャレンジしている。相互会社から株式会社へ

の移行やそれに伴う上記の新ビジョンの提示はその最たるも

のであるが、成長市場への進出をはじめ、経営の諸側面に

おいて、今年も数々の新たな取組みが実施されている点は

興味深い。

品質保証新宣言の具現化

　現在、第一生命は、「品質保証新宣言」（8宣言）をCSR

経営の中核に位置付けている。今年のCSRレポートでは、

これらの8宣言に対応するかたちで、レポートの第2の柱「最

大のお客さま満足の創造」の内容をまとめるという工夫がな

されており、各宣言は、一定レベルにおいて、概ね実現で

第三者意見

Webサイトでの情報開示

マークがついた項目は、第一生命のオフィシャルホームページを
ご覧ください。

http://www.dai-ichi-life.co.jp/

トップページからサイト内検索してください。

より詳しい情報をご覧いただけます。

例

Ｐ1 健全性 
http://www.dai-ichi-life.co.jp/company/results/kenzensei.html

Ｐ2 GRIガイドライン内容索引　 
http://www.dai-ichi-life.co.jp/company/csr/report/2009/gri.html 

Ｐ2 日本経営品質賞  
http://www.dai-ichi-life.co.jp/company/csr/company_csr/quality.html

Ｐ20 ニュースリリース  
http://www.dai-ichi-life.co.jp/company/news/index.html

Ｐ30 保健文化賞 
http://www.dai-ichi-life.co.jp/company/activity/welfare/index.html

Ｐ42 ご来社窓口  
http://www.dai-ichi-life.co.jp/support/contact/office/index.html
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Webサイトでの掲載項目
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椙山女学園大学
現代マネジメント学部教授

第三者意見を受けて 第一生命保険相互会社 執行役員 川島 貴志

（URLは変更する場合があります）

　「第一生命の絆」報告書は、お客さまをはじ
め、すべてのステークホルダーの皆さまに当
社のCSR取組みについて理解を深めていただ
くとともに、レポート執筆を通じて、「PDCA
サイクル」の観点から、自らの経営品質向上
に向けた取組みとその成果を振り返ることを

狙いとしております。東先生から「相互扶助の
精神を失うことなく、一層柔軟かつ積極的な
事業の展開を」との貴重なご意見を頂戴してお
り、今後の課題として、また激励のお言葉と
してしっかり受け止め、当社のCSR経営を一
層推進してまいります。

 日本経営品質賞 サイト内を検索



第一生命保険相互会社
CSR推進室
〒100-8411 東京都千代田区有楽町1-13-1
TEL 050-3780-5307   FAX 03-5221-3340
URL http://www.dai-ichi-life.co.jp/

本レポートに関するご意見・ご感想は上記にお寄せください。 CSR推〔登〕05355-01　2009年12月発行

印刷時に有害な廃液が
出ない「水なし印刷」で
印刷しています。

VOC（揮発性有機化合物）
の排出が少ない大豆油イン
キを使用しています。

適切に管理された森林の木材を原料として生
産された紙を使用しています。

この印刷物は、日本WPA、CARBON OFFSET 
JAPANを通し、印刷物制作に関わるCO2排出量をカ
ーボンオフセットしております。




